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I 課題の設定

タ｛ iこ限らず，アジア諸国の多くは， 1960年代

に入って輸入代替を目的とする工業化政策を開始

し，外国資本の積極的導入と政府の保護政策の下

で，一定の工業的発展を遂げてきた。なかでもタ

イはGO年代初めに他U先がけて産業投資奨励i告を

発布L、繊維，自動車，食品等の分野でめざまし

い発肢を遂げた。

しかしこうした発展は，多くの論者が指摘する

ように，現在いくつかの限界に直面しつつある。

そのーつは， 7ジア諸国の多くが，消費財産業を

中心に輸入代替的工業化を推進してきたため，中

間財・資本財の輸入が急増し，い才）ゆる f輸入依

存的輸入代替化jとして工業化が進展していった

こと：花 1）。そしてその当然の帰結として，外貨不

足の問題が生じ，各国政府は外貨費消的輸入代替

産業ではなく外貨獲得的輸出産業の保護育成に重

点を移さざるをえなくなったことである。それと

今＿，，，輸入代替期の工業fヒポ， J：として外資導

サ

ー

末 院
あきら

昭

入による合弁形態を軸としていたことは，これら

工業化が外国資本による経済的支配，あるいは

「多国籍企業による従属的発展Jの下で進んだ

とし寸批判を生む契機となった〈注2＼とりわけ

1970年代に入って谷田で経済ナショナリ叉ムの傾

向が強まるや，こうした批判は急速に高まり，そ

の対応策として政府は一方で外国資本の規制を図

るとともに，他方で地場産業，あるいは民族資本

の保護育成にのりださざるをえなくなった（（リ）。

一方日本資本は，先の輸入代替的工業化に呼応

する形で， 1960年代、対アジア進出を開始し， 70

年代に入ると資本輸出の段階的自由化を契機に急

速に投資を増加させてU、γ た。とりわけアジア諸

国に対する伸びは著しく，日本の投資残高は，こ

れらのほとんどの国で， 1位または2位を占める

までになずpt-:oその結果，多国籍化しつつある日

本資本は，今やアジア諸国の工業化と密接不可分

の関係をもつにいたり， II本資本を抜きにしては

もはやアジア諸国の資本主義的発展を理解するこ

とは問難になりつつある。

本稿は，こうした阿サイドでの変容を念頭にお

きつ J入タイの工業化の特質をお本資本との関連

で捉えようとするものである。その際，筆者は上

述の問題をマクロ的な国民経済のレベルで論じる

のではなく，むしろ個別産業レベルで，具体的に

はタイの工業化を主導してきた識維産業の発展過

『アジア経済』 xX-1 (1979. l) 
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程の分析を通じて明らかiこしにし、と芯えるにB

もちろん， 乍イあるL、はアジア諸同（＇＞ L-'4＇：｛ヒif&

程を論ずるにあた》て‘国民経済論的観点かんす

るア－，＇口ーチ l土、きわめて重要かっ有用である。

またそう v、う伺｝，；（からする研究も数多く花火され

てきた。ややti1iJn8すi1 ;;f，光iこ述べた輸入代将過

;f'Ul ftftt~~ ，t－れある、、；土「多114籍企業一 iご山従属1/J

発p~ と，，、 JjこJ比fl]もそ山多くはl立民経済［if詰（JZJ在ii

｝，＇、UPら議論されてきたといろことができみ。

しかしその A t；で、今f]J) fン「諸国のL.業化の

過程合見るならば，とりわけ外目資本山大泣導入

；こと Jてど「fj，，ノ〆斗アの工業化カ‘支え》JLてャふ

現状をふまえ C,J,・うならば， こうした外同氏本山

川石川（り？？本書械の係態とヤー Bt二fllil;>J!J産業Lノdいレ

での実態分析、 主「〉には外［L］資本の導入トニよ pて

生じた件｝主主νf〕間近t'J'.J科学T(n/iJltrYJ i土，各ILiC >It.lit~ 

収支去や国民総生p:r:<!l分析に劣わず長>tJ-cl土1,(・，、

かと.［~われる。 （＇？ むしろ， fl[iJ)51J,t(:;f｛レペルで内実

心的分析dとどiみ1fIねる中で，改めて， アジア諸国

，：；工業化i品訟の内般討を批判的におこなうことが

ノ／？必要で、は／：(1.、かと思われる。

本稿が，将来的にはタイの工業化をIE！民経済全

｛：ドの中に位10づけることをF:Iff,Jとしつつも，さL

廿二ifこり 7イ織維）＇仁業心 f一j発E己i品of'止に：慢iし｝，；（

lfJもそこに点〉る O

さで;,j;:f尚で織維産業を取り上げたのにIi1.、くつ

かの理由があるがヲ i：なも♂）t土砂L心，）3 li、

すなわt,,

I 1) 繊維産業lt, ヘ， fV『）19fiOij三｛にL叶会入代干ヰ一白｛ J 

寸，＇1ミf七、さ「〕i二i.notμfU；、｜：年（／） ~, LlJ11Hl•1J 

Lノ＇）過程で q，：心的J也｛占：fと、しめ’ 二（1）閉じりク f(I）工業

化♂〉特Y訂を個別産業レベルで把摂するのに適当で

－ヴ－ ' d門•.；：， －乙。

(2) ク ｛Cl）織維産業；土什デI＇形態を軟に発展を送

タイ滋維産業と II系多iぁi籍企業

げ，とりわけ日本資本の導入の下に急速な展開を

みた。また日本の｛tll］においても，タイ進出企業の

う九お上そ半分は繊維部門に集中しており，かっ

70年代以降は，与イをはじめ多くのアジア諸国で

l::l本繊維資本は多国籍化戦略を本格的に開始し

た。その意味で今日問題になってし、る日系多国籍

資本の行動隊式とその特質を，個別産業レベルで

明r，かにするためには，繊維産業は好個の：事例で、

ある！三と。

(3) 最後に，ケイの繊維産業は，大規模かっ一

位した生産体flj!Jをと JPている合弁資本と，零細で

家内工業的{tl!J而を強く残している民族資本の二重

構造のiごに支え九れてきた。この両者の関係がど

うなってL、るのか‘とりわけ後手？の零細挽慌の資

本の存立形態がどうなっており，かつまた外国資

本にそれはどの上うに関係、づけられて」、るのか，

この113！退をllflらかにすることは，アジアjj乳母のこ

れ主での工業化戦略の見直しが唱えられている現

在，有立誌なものであると汚えられること。

以上の三／〉が繊維産業をここで取り上げた主な

理由である。

なおこうした理店，問題意識が指し示している

ように，ケイの織維産業をとりわけfl本資本との

関連で対象とする場合には次の三つが，長期的に

は課題となりうるのではないかと思われる。つま

り，（1)1960年代がら70年代のタイ織維産業の発展

過程とその構造的特質の解明，（2）日本繊維資本の

ケイ進出過程ど，とりわけ東レ，帝人に代表され

るii系多国籍資本の対アジア戦略の分析，（3）零細

かず）農村家内工業的民依繊維資本の存立形態とそ

の蓄積構遣の解明‘ Cl）三つがそれである。

本｛たはこのうち（1）を課題とする。もサとも（1）の

全般的解明は到底不i1J能なので，さし当たりは，

1960年代以降のグイ繊維産業の発展要因と70年伐

3 
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前半における繊維産業の構造的特揮のニつに焦点

を絞，て，以下分析をすすめていきfこい。なお標

題で輸入代替期と付したのには，若i二の補足が必

要であろう。というのも h 本稿が主として分析の

対象とする1970年代前半は，輸入代替から輸出指

向へと与イの繊維産業がまさに転換を図る時期で

あり，厳密に言えば輸入代替期ではないからであ

る。しかし，主に対象とする70年代前半は，政策

の方［ti］どしては輸出指向的であるが，輸出産業と

しては繊維産業はU、まだ十分定着してL、ない点を

考慮して，輸入代替期とした。

（注1) タイについては，たとえば Narongchai

Akrasenee, "The Manufacturing Sector in Thailand: 

A Study of Growth, Import Substitution and Effec-

tive Protection, 1960--69”（Ph. D Thesis), 1973を参

照。

f （注2〕 この概念l土，Brown,M. B., E「onοIllic匂so_ 

Im1うt’ri

芋『いf’rrill十き，アプリゾJに－ ＂＇.，、ては多く，＇） /i/fd吃;Ifを生み
だしているが，東南アジアについては意外と少ない。

東南アジアで全般的なものとしては，Pacific-AsiaRe-

sources〔：enter,Fr，’e Trade Zones & !ndustriali-

zation ρf Asia, Tol王yo,Aki Syobo, 1977. フィリピ

ンに／ハ止は， Ti日lao,Rigoberto n, I’＇hilippine 

Studies on Transnational Corporations: A Criti-

pue (Philippines in the Third Word Papers Series 

No. 10), lvfanila，日78(mimeo）が参考に／ιζ：。
(/l :l) たとえばタ f力 ;:,fq次経済計会開発5カ年

J十凶iを参照。

II タイ繊維産業の発展とその要因

1. 発展の数燈的把握

タイの繊維産業は， 1960年代はじめに投資奨励

産業として保護育成され， ;f.た62年8月に綿織物

の輸入関税が22%から35%に引上げられたことに

よって，鑑期間のうちに輸入代替産業として急速

な発展を遂げた。たとえば‘紡機および織機の錘

数，台数は， 1961年から何年の聞に各々12倍， 7 

倍と箸増し，とりわけ1970年代以降は，第1聞に

みられるようにきわめて急速な伸びを示した。こ

のような仲び率は他の東南アジア諸国と比べても

はるかに高く他1），また1976年現在の東南アジア

諸国の設備能力では，合成繊維糸（ナイロン，ポ

リエステル）で第1位，紡績・織布ではインドネ

シアに次ャで第2位の地位をしめている（第1表

参照〕。

一方設備能力の増大に伴qて，綿糸・綿織物，

合繊紡績糸・織物の生産もこの間大幅な増大を示

した。具体的じここ10年間（1966～75年）の発展を

みると，綿糸が2万3873メトリックトンから 7万

3396メトりックトンへと3.1傍，合繊紡績糸方＇ 966

メトリックトンから7万32的メトリックトンへと

第 1表 アジア諸国の繊維産業設備能カ比較（1977年10月現在）

l緯国｜京湾｜香港jゲ イiフfリヒ 7 レ一シ

①台／1.

ンンガ「 iインド
ポールi才、、／ -y 

； ； ⑨紡綴（1000錘） I :i, 122 I :1, 400 I 925 I 1,115 I 979 I :15: 
③仮撚（台） I 1,353 I 2，α）o I 200 I 255 I 350 
④織布（台 l 1:m, 763 I 79，附0 I 30,550 I f,O, 958 I 2:1, 4附 1 ! 1,952 

＠編カ（台） 86，組I41,500 l札価 29,473I N. i¥. I N. A. i N. A. 
（出所〕 日本化学繊維協会編『東南アジア8カ閏の繊維事情』 日本化学繊維協会 1977年より作成。

（注） (1）合成繊維は，ポリエステル，ナイロン。

(2) タイ，フィリピンの紡織は76年末，その他はすべて1977年10月現在。

4 
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綿織物が 2億5080万平方ヤードか実に75.8倍，

ら5億8280万平方ヤードへと 2.3倍，合繊織物が

4280万平方ヤードから3億6530万平方ヤードへと

)jf; 

九一 5 

とりわけ合繊部門はこ8.5倍の伸びを各々示し，

ポ

リヱステJレ等合成繊維糸も東レ，帝人の両社に

よって1960年代末から生産が開始され， 1969年の

845メトリックトンから， 76年には5万5568メト

リックトンへと66倍の硝加を示した。

その結果，合成繊維糸は1973年，合繊紡績糸は

71年，合繊織物は70年tこ各々その国内生産量が輸

入盤を凌縛するIこいたり，

70 

60 

紡機・織機の年次別推移

100 一一一一一一一一 P I… 

90 

の問めざましい発展を遂げた。またナイロン，

50 

40 

ノ
第1図万鍬

llO 

工業のみならず介織部門においても， 70年代初め

にほぼ輸入代替産業としての投割を完遂すること

になったのである。以上のようなタイの繊維産業

のめざましい発展を支えた基本的要因は，何より

もまず国内需要の拡大にあったが，その他に，大

きく言って二つの要因を考える三とができる。第

1は，政府の繊維製品の輸入税引上げによる圏内

繊維産業の保護と投資奨励法にもとづくもろもろ

の特権の付与であり，他の一つは，政府の積極的

タイの繊維産業は，綿紡機

ト20

i~ 
f 10〆／一一→

1961 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 7:i 74 75 76 

（出所） The Thai Textile Manufacturing Asso-

ciationの内部資料より作成。

30 

綿糸・綿織物およびfr繊紡綴糸・織物の生産の
年次別推移 （単位：糸・メトリック・トン，織
物・平方ヤー！っ

第2図

「9

8 
とりわけ日な外資導入政策に呼応した外国資本，

本資本のタイ進出である。

議維産業の保護・育成

タイの工業化政策が本格的に始動したのは周知

のように，世銀調査団が1年近くにわたる広範な

て勧告をおこなった1958年以後のことであった

明 2）。この勧告は，（1)1954年設立の「国家経済開発

公社J(National Economic Development Corporation) 

に代表されるような政府企業主導の工業化政策か

ら国内外の民間主導の工業化政策に力点を移行さ

せることと、（2）民間主導の工業化を育成するため

それにもとづいタイ経済の実態調査をおこなv',
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道路，水道，電力等，
（出所） The Thai Textile Manufacturin耳 Asso-

ciationの内部資料より作成。
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の f)f1 発に，E／，~的に投資をおこなうことの 2 ぷを1'/'

子としてし、！こcそして1957if,58与のケーヂターで

’計Iiを握一、たサリヅト・々ナラヅト7G帥は， 58勺

以｜み JH：銀山勧告t二沿う形で本格的な工業化政誌

にv'J :Jだした。 Jl1下（r,J｛二は， 1958；引こ輸入代杯を

めざす革命同布計33（上金発1[Iして投資：！がみを指示

し，またその窓II 機関として59年4)Iに投資委日

会 rBoardof In vest口1ent,H(泌を設It;Lt.こ。また

二hとほぼ1f'.ftしぐ‘ 59年iJiには外［昔話；入山二I:

地取得規制jを緩和する布告を， r,;1年7JJには外［：Li

資本の厄利送金を保一Jトーする:fr；；与を発イfiし，日年三

月にはこれらを住大成Lた［出if花業段資喫励法！

を公布してう二二に外資琴入をテー？とオる輸入代

昔、的工業化政策はうその法的・ (l;i]J主的準備をほぼ

完了することにtc・・ Eたのであら 111、い。 ・7)光♂〉予i

銀勧告の第2の骨子であるイン 7 ラ部門の拡充iこ

っし、ては， 196lif1月山第一次経流出発 (iカ:lj'.，，十

l唱の［井Ji!台により，本；怖がJな：Ju庖を見らにいた
、、.，
L、〈辺。

以」二の k う江法t予］• 信llJ主的2李備（l)段？告，を経たi愛，

BOIは繊維製r'n'，心v〕車店l人代替｛ヒのためF点極的にタイ

の織維産業を（呆；霊.＇奨励 Lて

1960年力‘i:,73:t干ムオく.tで投資奨励法のi盛i官を受けた

企業は全部で680｛＇’！：に上る均：守そのうち 128件を繊

維産業が占めた。また62年8月（，こは，先に述べた

上りに綿製品の輸入悦し／〕大幅引i二げをーおこな，，

ゲイ政府は国内繊維産業の保護育／JX:（こ（Iけど

した付）：4 ) 0 

も •） 2 i.，司 1%0ifから開始された BOIの繊維

産業に対寸る奨励は65年でい pたん打ち切りとな

るfit 5）。しかし凶内需要の予想、外山併iびが続じた

ため、 BOIは1968斗一11月tこ再度17社の新設を許可

し，｜司時に68年2月には，化合識織物の輸入l}'.:lt見

を従来：／）40'.' ；，か「）60';i,r二日u二げたっ 3らに73if7 
6 

Jjには、織物・衣料の輸出急増に示される「織維

ブームj と， 72'¥10月の輸出振興を日的とする新

産業投資奨励法の発布を受けて、 iミ骨千Tの紡績な

らびに織布設備の新増設を認可した。この！！与の

801 cn,n今両i二上る E，新設企業は30ti：，紡機は既存

の7fi万鉢かん」、 pきt(: 2 ft干の 150万錐，、、織機

ft 3万れから S.fi万台，，，主た織物の輸出は76年

までに73年の l倍；5000万平方ヤードカバ） 5 ｛意平方

ヤードにi科大させるという，きわめて意欲的な計

両であ J 》たuト6）。そしてこの時の新増設計WIでは，

1960年代輸入代？干の中軸のひとつであった繊維産

業を輸出；m業の核に据え直すために、もろもろの
主主湾を新開設のi長官、可iこ付加した（／主 7 ¥ 

しかし1973年末にゲ fを直撃した石油危機とそ

の後円！It界不況は，輸入原材料の高騰と国内のイ

ンブレ，輸出停滞を招来しラ先のJr両に一大打繋
を与え／こ。加えて1975年のインドシナ三国の武力

解肢は，それまで凶内fl,｛要の30%をしめていたと

い，われる同l克密貿易（Bor<lerBusiness）を激減さ

せ、 ケイの繊維産業は，世界不況による輸出不振

と相候一》て、深長11な過剰生産に！治った(IL8 l。一説

によると， 1976年現在ステープル部門の紡積・織

布で，その生産設備は実需の2倍、合成繊維糸iこ

才品、ても，国内需要に対しポリエステル・ステー

プルで約30～35%，同フィラメントで約50%が供

給過剰であ yたといわれる日9）。

1973年7)1の大規模な設備拡張と，匝内外の需

要減退の両音がもたらした繊維不況が，その後の

々イ繊維産業にL、かなる構造的変化を与えたかに

つャては‘ L、ずれ稿を改めて述べることにして，

ここではさしあたり， 60年代の積極的な輪入代替

化政策，さらには70年代の輸出振興政策が，タイ

の繊維産業の発！廷に大きく寄与したことを確認し

ておきたし、。
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第3図 投資奨励訟による繊維産業の新設・糟設の

年次別推移（件数〉

C,引所j Board of Investment, Fir111s Granted 
Pγomotion Certificates as of 31 December, 
1976, Bangkok, 1977より作成。
(j:t) ill① I l本との合弁，② 日本以外とのf,弁，
十＇［，，③ 100%タイ人資本＋①十、z,
(2）数字は，繊維産業の新設・増設の件数を示す。
なお，紡・織兼営で問時に認可され電操業した
HJ1台でも，杓I織1言1-2｛牛と数える。したが 3

て企業数とは致した也、
(3) 1976年現在操業中止の企業も含む。

第3図は， 1960年から76年末までに投資奨励法

の適用を受けた繊維産業の操業時の年次別推移を

示した闘である勺なおこの闘については若干の注

意を要する。第 1は，図に示した数字が投資奨励法

の適用を受けた企業の数ではなく新設・増設の件

数を示すこと，またー企業が結鐘・織布兼営を認

められ，たとえ同時に操業を開始しても各1件ず

つ計2件として計上してレることの竺つである。

したがって企業別に見る場合には，かなり問題が

残るが，しかし増設を含めてタイ繊維産業の発展

を年次日！Jにフォローするためには有意義と考えら

れる（企業別については第2表参照〕。第2には，第

3図がBOIの認可の年ではなく，操業時の年次日！J

推移を示してu、る点である。そのため認可ベース

と実行ベースの差はこの聞からは読みとれない。

また当然のことながら BOIの認可時ξは若干の

タイム・ラグを伴って操業されているので，BOIの

設備拡張政策と第3図とは厳密には一致しなL、。

タイ織維ff業と日系わ同3主企業

とりわけ1973年7月の第3次拡張政策の場合に

は，新設許可30社のうち7社が石治誼機によって

取止めになり，残り23社も大多数が75年以降に操

業が延期されているので，認可と機業のヤマには

かなりのス、レが生じている。

しかし以上のような制約があるにしても，図か

ら，先iこ述ぺた BOIの繊維産業に対する第1次

拡張（1960～65年），第 2次拡張（1弼8年11Jl〕，第

3次拡張（1973年7月〕政策の成果を読み取るこ

とができるだろう。また第 1次拡張のヤマ（操業

時〕が66年であり，この聞は日本との合弁企業が

主たる役割を果たしたこと， 70年代以降は日本以

外との合弁企業だけでなく，ケイ人資本（100%)

の企業も増大していることが分かる。

3. 外資導入

さて， 1960年代以降のタイ繊維産業の著しい発

展を支えた第2の要因は，タイ政府が採用した外

国からの生産・技術体系と資本の両者の積櫨的導

入策，一言で言えば合弁企業形態による輸入代替

的工業化政策であったっなかでもR本資本の積極

的進出は，タイ繊維産業の発展において決定的役

討を果たしfこ。以下ではこの点をいくつかの指標

を使って確認、しておきたい。

第2表は1960年から76年末までの投資奨励法適

用の繊維産業を合弁相手先別および生産工程別に

加工整理したものである。なおこの表では，第3

図と異なって企業が集計の基礎になっており，ま

た絹・人絹および「その他Jの項目は控除しであ

る。第2表t二上れば々イ繊維産業のうち投資奨励

法の適用を受けた企業は全部で89社，このうち3

分の1にあたる30社が日本との合弁であった。ま

た他の諸国との合弁を含むと，全体の60%強が合

弁形態による経営であり，タイ人資本のみによる

企業はわずか全体の3分の1にすぎない。三の点

7 
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節 2哀 投資奨励繊維産業にLめる令弁企業の地位と生産の垂直的統合化の関連

（単位： 100万バーツ）

日l③ 1・ R ~~④中斗⑥！⑦｜⑧｜⑨民⑩ i⑬I I I I I 1社当 l
合繊経糸他 i紡緩｜紡・織紡強・染織布！織・染｜染色加工総計！♀りの｜⑨の

一一一一一一一1 一一 一＿I色加工 1 I 凶ド均値｜構成比
.I'!桂数I :11 3 I 2 I 9 I 2 I 4 I 3 I 4 I 3οI - 3:1.1 

主i霊長録資本金｜ 1111 65 i s4 I 必oI 260 I 93 I 65 I 100 I 1,s21 6o.9 41.s 
史l総資産I3,1721 191 I 484 I 2,786 I 1,401 I 544 I 197 I 583 I川崎 311.9 51.5 
鼻｜濯用人数12,1411 733 I 1,957 I 9,137 1 s.s13 I 3,506 I 1,11s 1 2,2:n I 29，田6 9制 .9 40.6 

そ合｜社 数｜ 1[ 1 I 61 41 1 I 61 4 I 3 I 26 I -, 29 .2 

'!J. ｜廷録資本企 ss: 4 , 692 I ぉJI 6倒 1 zs I 60 1 1s I 1 , s10 I 69. 61 41. s 

'b" I総資産計 3521 13 I 2,100 I 1,490 I 1,790 1 1m I 187 i 113 I 6,2os I 238.s: 34.2 
？空旦竺~11 162111,55~4竺Li:6包~lと！竺1-!_，’O竺！型と竺~J~：空
タ資l栓 書判 。1 51 7j 4[ 11 6j 41 6j 33¥ -1 37.1 

イ本！塗録資本金 01 46 I 160 I 130 J 105 I 168 I 58 ! 62 I 729 I 22.1 I 16. 7 

の｜総資 E 01 154 l 4s1 1 110 I 115 I 466 : 2651 299 l 2,610 I 79.1 I 14. 3 
人み｜雇用人問 。； 403 2,:m I 2,752 ' 1,402 3, 75:1 I 1,411 i 1,11s ［広010I湖 1I 11.s 
総 1社数I 41 9 I 15 i 17 I 41 16 ' 11 I 13 I 89 I - I 100.0 
i登録資本金｜ 7991 115 I 936 i 833 I 965 I 289 ! 183 I 2必 I4,366 I 49.1 I 100.0 
1総資産： 3,524: 3田 i3,065 I 5,046、3,:3伺 l,11川 649 1，田；5I 1s,116 I 204.2 I 100.0 
計｜雇用人数I2,9821 1,29s I孔 738j此 587i肌 889I s,373 I 3,921 I 4』7札 221I s22. 1 I 1仰 O
く出所〉 Board of I町田恒.ent，民間SGγ・anted b側 οti側 Certi兵catesas of 31 December, 1976, Bangkok, 

1977より作成。

（注〉 投資委員会の分類のうち，絹・人絹とその他は除く。登録資本金，総資産の単位は100万パ－＇＇！ ，濯用人数

は人，数字は大半が1976年現在。

ほ登録資本金，総資産，雇用人数でみるとますま

す明らかになり，企業数で3分の lを占めていた

日本との合弁企業は，登録資本金額では全体の

42%，雇用人数では41%，総資産額になると実に

52%を占めるにいたっている。これらの数字から，

タイの繊維産業におヤて〈投資奨励産業）ヤがに

日本ポ大きな地位を占めてヤるかが理解できるだ

ろう。なお第2表は以上の点の他にも，生産工程

の面において日本あるいはその他との合弁が，化

合繊，紡織，あるいは紡織・染色仕上において支

配的地位を占め，紡績や織布，縫糸等単独の工程

に特｛包しているタイ人資本の一工程専門企業とは

対照をたしているとと，またその必然的帰結とし

8 

て， I社あたりの登録資本金，総資産が，タイ入

資本の企業においては合弁企業よりはるかに小さ

いことを示しているが，との点のもつ意義につい

ては， Eの分析に譲ることにしたい。

投資奨励法適用の繊維産業において，日本との

合弁企業が圧倒的地位を占めていることは，以上

見たとおりであるが，これら合弁企業は実は，タ

イの製造業の中においてもきわめて大きな地位を

しめている。

たとえば， 1976,77年のタイ・タマサート大学

の商・会計学部の調査報告である「タイ製造業売

上高と位100社調査報告書jによると，実に売上

高上位100社のうち，日本との合弁による繊維産
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タイ繊維産業と口系多凶籍企業

第 3哀 .,7:, K高上位100社Iこしめるr1系織維産業の売上高額位

企 業 4合 76年売上1領位 75年売上順位 ｜ 所 漏 グノレープ

ブ ア キ 一 ア ク ス 9 7 TA  L グループ（東レ）

帝人ポリ エステル 11 4 帝 人 グ Fレ 一 フ。
東 レ ナ イ ロ ン 43 22 東 レ グ ノレ 一 フ。
グイ・テキスタイル 49 47 プラマーン・グループ〈帝人）

タイ帝人・テキスタイル 54 68 帝 人 グ ノレ 一 フ。
グイ・シンセティック 64 57 スックリー・グループ
/J イ・プランケ ！、ノ， 67 :¥8 II 

東レ・テキスタ イル 71 46 東 レ グ llノ 一 フ
Jノl イ 倉 ヰ：／j 80 G:-1 ” 
パンコク・ウィーピンク・ミルス 87 N. L・

ヱラワン・テキス守 f Fレ 90 59 丸 紅 グ ／レ プ

グイ・フ イ フ メ ン ト N. L. 71 帝 人 グ ノレ 一 ブ
76 東 レ グ Jレ ー フ。

（出所〉 1975年については， Facultyof Commerce and Accountancy，ぺrhammasatUniversity, Business Ad-

ministration 1vfagazine (March/May 1977), 1976年については，同上， Dirert01ッofThailand's 100 Lar-

中，.，t11.fanufarturing ( '0111/>anu七、 in1976', Bangkok, Thammasat University, 1977より｛乍成。

業は， 75年で12社（繊維企業は全部で2川上）， 76年で

11社に上った（第3表参照〉。 1975～76年が繊維に

とってとりわけ深刻な不況期であ什たことを考慮

すれば，いかに日本との合弁形態による繊維企業

がタイの製造業の中で大きな役割を演じているか

が分かるであろう。

最後に日本との合弁形態、による企業が，タイ繊

維産業全体の中でいかなる地位をしめているのか

を確認しておこう。後出第9去は，グループ汚I],

合弁相手先別に，その総資産，売上げ，生産設備

能力別の集中度を示したものである。表によると

日本との合弁企業は， 1975年現世で繊維産業総資

産上位36社のうち22社をしめ何1%），またこれら

36社の資産総額の64%，売上高総額の57%をしめ

ていた。また生産設備能力については，タイ全繊

維産業の紡績の43%，織布の21%，染色・加工の

26%，合成繊維糸の59%を各々日本との合弁企業

がしめていた。

この数字を見る限り，タイ繊維産業の急速な発

展の大きな要因のひとつが，日本資本との合弁形

態による工業化であったことは舎を侠たないであ

ろう。

(H:l) H・シュトロノレツ「アジア発展途上国の繊

tll伴うじ（ I) j （『ll本紡績刀報』明＇.-154り 197611' 6月〉

1:1＜ーン。

〔it2) Ill銀の報告書，天田六f:B;vi『タイ同開発計

11ui －ドII禁保興開発銀行調査回戦子f 』外務千iアジ

アh,J 19614：を参照。

（注3〕 「1962年産業投資奨励法Jの成立経緯およ

び対象業種については外務省経済局アジア課 !j'jlイ同

における外国企業の進出状況』 1964年，および伊藤禎

-f}rイの産業投資奨励政策と投資法』 アジア経済研

究所 1978年を参照。

( /J 4 ) Bangkok Post, August 8, 1962. 

(ii 5) 織維工業構造改善事業協会編『タイ凶繊維

泣業の現状』 繊維工業構造改持事業協会 1977年 2
一句 、
マ、←斗／。

Co. G) 1973年7月の拡張政策と二 Je絞静u-），.、て
は，「内外政情変化に揺れるクイの繊維産業」（『日本紡

績月報』 第368号 1977年8月〉参照。

9 
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en: 1〕 Iii］上論文 28～29ページ。
（注8) 丸紅関係者からのヒアリング（1978年7JJ

19日〉。

Ci主9) 「供給過剰に詳しむ織総点業」（『国際経済弘、
:I¥J/: i 1. タf特集』第1n,・ 1977q l:!JI) 253ベージ。

日I1970年代前半ぴ）ケ f繊維｝辛業の概要

1. タイ織維産業の発展径路

1960年代から70年代はじめを通じての国内需要

の伸びを基礎に，日本資本の積極的進出とタイ政

府の保護育成政策の下で急速な発展を遂げたタイ

en繊維産業は，その過院で特徴的な産業構造を整

える（コ、たった。その特徴古川、かなるものであっ

たかについては， IV, Vで後に詳しく分析するこ

とにして，まず，タイロ）繊維産業の概要を紹介す

ることから貴台めたい（ただし，絹，人絹，麻等を除

く）。

繊維産業の製造工程は，製品の流れにそってみ

れば司原料（原棉，人造繊維糸），仮撚，編立，紡績

織布，染色仕上，謹製を含む衣服産業等に区分す

ることポできる。周知のごとく，戦前日本の繊維

産業は‘綿紡績の大資本が支配的地位をしめ，い

わゆる綿紡独占体制を確立した。換言すれば原棉

を供給する商社およびそれと結合した紡績メーカ

ーが中心となって発展を遂げ，これに多数の織布・

染色仕上げあるいは緯製メーカーが，きわめて複

雑な流通過程を介在させつつ守従属するという体

制がつくられたのであるlii I〕

しかし戦後になってイ七台織が発達するにつれ，

繊維産業は綿紡中心の，しかも投機的な「糸売り

体制」から次第に脱却し，次のごつの面で大きな

変容を遂げた。その変容の第1は，合織部門の急

速な発展である。 1950年代に本格的な工業化に入

った台北繊維（ナイロン．ポリ工スデムピニロン，

アクリ 1しの4大合繊）は，導入後間もなく急速にシ

IO 

ェアを拡大し， 1960年代には，先発メーカーであ

る東レ，帝人の2社だけでなく，化繊，綿紡の両

分野のメーカーも相次いで合繊部門に進出，その

結果繊維産業の中軸は綿紡から台織に完全に移動

することになった位幻。

そしてこのような合織部門の急成長は‘繊維産

業の生産構造にも新たな変容をもたらした。すな

わち合繊メーカーが，一方ではカプロラクタムや

テレブターノレ酸など基礎原料の生産部門へ遡及す

るとともに，他方では加工業や流通業に対しでも

「系列化 iを通じて垂直的前方統合化を回り，戦

前の紡縞111心とはまったく異なる生産の一貫体制

を構築するiこいたったのであるC/U)o 

そし一ζ上述のような合織と綿紡の競合と，合繊

企業における生産の垂直的統合化という戦後の日

本繊維産業の特徴は，一部の繊維資本によってそ

のままタイにもち込まれることになった。

ーかタイの繊維産業は， 1950年代に綿の編立業

から出発し、その後50年代末から分野を次第に綿

の紡績・織布へと拡大してい寸た（if4) 0 そして60

年代半ば以降は，日本資本の積極的な進出の下

で，綿の紡織，染色仕上を中心に急速な発展を遂

げ，大手メーカーの一部は，紡績から織布，染色

仕上にいたる生産工程を一貫して行なう体制を整

えていった。

さらに1960年代末になると，東Lノ，常人の両者

がポリヱステルとナイロンの生産を開始し，また

1967年には闘が縫製部門における企業の奨励

を開始したことにより，タイの繊維産業は全工程

において全面的な発展を迎えることになった。

この聞のタイの繊維産業の発肢を若干シェーマ

化すれば，編立・織布→綿の紡績・織布→綿の紡

織・染色仕上と合織ならびに台織・綿混紡の紡織・

染色仕上内併存→素材供給者WJである合成繊維糸
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タイ織が作業と li系移r,1籍企業

i!f; 4 図 タイ繊維産業生政仁位（1976年現在〉

ヘー IE!,>/:i,，名古

Ii;¥ 

:mi. 

; 
1・ 

DMT・ パフキ＂ l 〆

ス子一7・1レ・ファイパー
アィラメンl・ヤーン • 

ff、

:/t, 
(7) 

染色・ fl: I・. 総

(8) 

f< IJ民製法 ；＇，｛｛

(9) 

(1) 

力プロラヲヲム

7 ィラメント・

ヤーン

(6) 

•I 1'・1 di場（サンベ jJ; :r, 1次、第 2 次問屋）

(2) 

( ll11Jr) Bangkok Bank. ・r、extileCrじけはじentre，の資料 （Ji11si11<'ssi11 Thailand〔July1977" p. 1-¥:1）を｝JIIヱし

「二七の。

( i:t) (1）ポリエステル；土、 ζ 千 －－ f 1［..治；zu：，フィラメ L i、が：1H" 
(2）ナイロンはフィラメントのみで3社。

(3）紡績業は， BOI奨励が30社（織布兼営を含む〕。

(4｝紡織兼営（染色一貫含む）は22社。

(5）零細織布業は， 428社，他に織布取扱業者ががnoo社。
16）丸編機50r,以上は13社。

(7）染色仕上はBO！」がみが22t上（うち染色仕上専門はIOtU，零細仕上は429社。

(8) BOI奨励の大切筏衣服製造は19社。

(9）衣服だけでなじ約料、括主：｛ti、染色加工の各段階で糸、寸Iが同内外の市場に流れろ。

生産への遡及と繕製部門への進出ということがで

きるだろう。

こうした発展径路は，日本の繊維産業のそれと

比べた場合，かなり大きく j童って」、る。とりわけタ

イの場合には，日本のよろに綿紡怖・化構→綿・

化繊・合織とその後の(i・織の優位といった継起的

発展をたどることなく，織維産業のtit展の当初か

ら綿と合織が競合関係にあったとと〔注5〕，また日

本の合繊部門にみられた生産の垂直的統合化が，

きわめて早い時期から成立していたことの2点

は，日本の繊維産業の発展とは大きく異なってい

た。そしてこの違いは後発的なタイ繊維産業の発

肢を根本から特徴づけるのであるが，しかしこの

点の分析は節を改めて検討することにして，先ず

1970年代前半時点でのタイ繊維産業の全体を押さ

えておこうじ

2. タイ織維産業の概要

第4図は，タイの繊維産業をその生産工程に沿

I I 
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第 4 j民

エイもア・ブ 7 イノt-

m レ・ナイロン・タ イ
¥j，＇人 ;r, リ 1 スキル

ノ、ンテックス

クイ・メロン.;~ yェス子Jレ

（出所） 生産能カは .TETRO調ぺ（1976年），生産量は TISCO調ぺ（1976年12月〉。

って示したものである。 i玄iに従・.，て簡単に1970年

代前半のタイの繊維産業の概要を示しておこう。

ゲイの場合，綿紡織に必要な原棉は，年によ叶

てがなり濯うがその消費量の70';／，近くを輸入， E

りわけアメリカからの輸入に依存している悦6）。

また合成繊維糸の基礎原料となるテレフケール酸

（ポリエステノレ）やカプロラクタム（ナイロン）は，

ノ2イで「1給できな，，、ため， 100%が輸入に頼J》て

いる。

一方，什成繊維糸は，十イロンは東レ（東［，.. 

ナイロン・タイ TorayNylon Thai Co., Ltd.）が，ポ

リエステルlま帝人ぐタイ・子トロシ ThaiTεtron，の九

帝人・ポリエステノレ TeijinPolyester Ltd.に改名〉が

各々1967年， 69年に生産を開始し， 5年近くの間

2社で圏内供給独占体制を維持した。その後1972

年には華人，アメリカ，イギリス資本と合弁のエイ

シア・ファイノξー（AsiaFibre C冶， Ltd）がナイロ

ンの生産を開始し，75年には香港とアメリカ，日本

資本の合弁であるハシテックス（HantexCorp., 

Ltd.）が同じくナイロンの生産を開始した。また

1976年仁は，フランス段大の化合繊会社であるロ

ーヌ・プーラン（RhonePoulenc）と合弁のタイ・

12 

Jロン・ポリヱステ；L-(Thai Melon Polyester C川

Ltd.）がポリエステ／レ生産を開始し， 76年現在6社

が合成繊維糸の生産』こ携わっている（第4表）〈件7)。

編立業は，ダイでは最も歴史が古く， 30年以上

も前から輸入代替の一環として政府の育成が始ま

寸た。ゲイの橋立用機横は75年現在の調査で，

2391台，このうち2001台が丸編機（circularknitting 

machine）である。また丸編機を使う企業のうち上

位23社が全設備能力の70%をしめている（注8)0 

次に繊維産業の生産工程のJI!上・ JI！中にあたあ

紡績，織布，染色仕上について見ると，紡績部門

は現在約30社存在し，この30社でタイ全体の紡機

のほぼ100%近くを占めている。また30社のうち，

22社は紡織兼営か，紡織，染色仕上まで一貫生産

が可能紅企業であり，そのほとんどがBOIによっ

て奨励産業に指定されている位9）。

一方識布部門は， 1975年のJETROの調査によ

ると，織機100台以上を備えている企業は計58社

存在した。また72年の調査によると織布業は全体

で343社存在し，その規模別分布は第5表のごと

くであ•）た。なおパンコク銀行の調べでは，第 4

図に見られるように，紡織兼営は22社，零細規模
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第5表綿織物業日）域限7Jlj分{ii(1972年）

；；）＇え' 議 4口2、 数 :'.ilc 業 数

500台以上 4 

400～499 7 

300～399 7 

200～299 20 

100～199 ,l5 

50～ 99 92 

,lO～ 49 71 

10～ 29 82 

1～ 9 25 

計 34:i 
’一一一一一一一，

（出所） JETRO『タイの綿織物』 1974年 18ページ。

の織布業は 428社で，この他に手動式の織物工場

がタイ全土に3800存在したとヤわれる。

染色仕上部門で， BOIの認可を受けた企業は全

部で＇22社，このうち12社は紡織とも・貫の企業で

あり，浅り10社が染色加工専門企業であった〈注10）。

またこの他に429社 (JETRO調へで；む70社）の零細

な仕上業者がタイに存在する。

また川下にあたる衣服部門では， 1967年に投資

喋励法が適用され，現在 BOIの認可を受けてい

るのは19社を数えるが，その中でも大きャのは第

り去に示した6社である（れll；。

3百6表 タ イ

一一一一，
の

タイ繊維I&:来と ll糸多凶籍企業

タイの繊維産業のおおまかな構図は上述のとお

りであるが， JI!上（合成繊維糸，紡絞）から）11中〈織

{ji，染色仕上）， Jll下〈縫製・衣服産業jにいたるこ

れら企製造工程は，タイでは大きく震って三つの

グループによって支えられていた。

まず第1のグルーフ。は， BOIの認可を受けた奨

励企業で，！i,J時に素材あるヤは紡績から染色仕上

までー貫して生産が可能な企業および企業グルー

・・／である。もっとも一貫生産体制＝生産の垂直的

統合化といっても形態はかなりさまざまである。

たとえば，ラッキーテクス（Luckytex〔Thailand〕

Ltd.）やタイ・デューラブル・テキスタイル（Thai

DurableTextile Co., Ltd.）の場合には，工場内で生

売の一貫体制が成立している。また工場・企業と

しては紡織，あるいは染色仕上に特化しているが，

グルー7＂全体としては生産の垂直的統合化が擁立

してし、る場合もありうる。ス、ァクリー・グjレーア。

などはその典型であり，素材のポリエステJレはタ

イ・メロン・ポリエステノレ，紡織はタイ・アメリ

カン・テキスタイノレ（ThaiAmerican Textile Co., 

Ltd.）他数社，染色加工はタイ・トリコット（Thai

Tricot Co., Ltd.）さらに縫製はタイ衣料（Thailryo 

1'＇ミ Jib/ 産 業

生産能力 生 産 量（ダ．幽．． 幽幽幽．． 幽幽幽．． 幽幽一．． 幽．．． ミシン（台）
企 業 名 l所属グノレーフ l)

（μ 削 1975 11976 1976 

タ トガーメン！ M工エ－キスクdボンー｛ i~ト卜 i ＂＇，酬 N. 紛：－同け団沼肌5,6倒 : 1，嗣｜ T A I グ ル ー プスタンダード・ 750,000 794, 0262' l, 200 エ fシア・ファ fパー

ユ f シ r・tf 264，α)0 417, A. 425 

リ rン・タイ・テ 4札棚 N. A. N.A. Iリアン・川・クループ
タ イ 回o，棚 I3札 550 62s I帝人スソクリーグト
タイ・デューラプル・ N.A. N. A. 

（出所〕 生産能力は β削 inessin Thailand (June 1978）.生産量およびミシン台数は TISCO調べ（1976年12月）。

（注〕 1）所属グループについては，第8表参照。

2) 1976年l～11月の統計。

13 
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Co., Ltd.）で各々おこない，グノレ…プとしては，

兜企に一貫生産ができる体制になっている。

また東レの場合には、織布，あるいは染色専門

（／）自任系列の会社を共同出資＂Xーの中に組み入れ，

Iブンセットになって海外にiilill'iしており印：12），そ

山形態ほ企業によって実に主主さまである。

以上のように，紡織から染色仕上，さらには縫

製にいたるまで生産の垂直的統合化を推しすすめ

ている企業は，タイではいくつか存世するが，な

かでもグループとして企業相五聞で緊密な資本結

合がみられ，資本規模も売Jo.(Y高もきわめて高か

, Jたのi土，帝人，プラマーレ、東L，テキスタイ

ル・ γライアンス・リミ子 f p ：、＼以下TA Lと圏各

科、），スックリー，タイ・チ τーライル・テキスタ

イ／レ（以下TDTと略称），丸紅の七つのグループで

あった。また後に詳しく述べるように，これらす

べての企業グループeは外国資本，とりわけ日本資

本と結合している。

第2のグJレーア。は，約 l(I）ゲ／レ－ ／と同じよう

に BOIの認可を受け山、る抗生産の垂直的統

合化以確立しておらず，紡j省、紡織、染色加工，

編立等のいずれかに特化するか，あるいはそれら

に重点をおいている企業である。これら企業の場

合にも合弁形態が支配的であるが， 100＇%タイ人

資本もかなり存在する（前掲第2表参照〕。

~3 のグ／レーフ。は，第 i と第 2 しり企業の周辺に

frl'Eする BOIの認可を受けてL、な！ぜ、零細規模の

企業昨である。これら企業はノ：ンコク銀行の発

表では，先にみたように織布で 428社，染色仕k

で429社存在した。こうした零細企業は地方農村

市場との関連できわめて重要な役割をしめている

が，資料的制約でその実態は今のところほとんど

うIか〉ていなL、。これら企業山分十！れt後日を期し

F’ぃ、， 113) 」一、。

14 

さて以上の三つのグループ。のうち， 1960年代後

半から70年代前半にかけて，タイの繊維産業のめ

ぎましい発展を担ってきたのは，鰐1のグループ，

その中でも先に指摘した7大グル一千であ 3 た。

その点を示すのが第7表である。

この支は？合成識維糸，編立ラ紡結，織昨7，染

色仕上の各部門について， 7大グノレーヅと， BOI

認可企業別にそのシェアを示したものである。

ここで言うBOI認可企業とは，先の第1グノレー7"

と第2グループ。の合計と考えてよい。

さて夫から明らかなように， JIil二（fr織糸，紡績）

rm111Jでは 7）：；＿グルー7•が圧倒的地位を保ヮてい

る。これノに BOI認可企業を加えると，ほぼ100%

が第 1と第三グルーフ。で担われてヤるよ二とが分か

る。一方，川中に下って織布，染色仕上の段階に

なると， 7大グルーフ。は，織布の上位58社，染色

の上位19社では，過半を制しているとはいうもの

の， ヲイ全体の生産能力にしめる割台が，織布の

場合には上位58社で54%，染色仕上の場合には，

Lf立l9tl；で54%のため，タイ全体にしめる 7大グ

ルー7内山地位は，各々織布で30%，染色仕上で

36%とかなり下がる。換言すれば，この普｜：門では，

第2の専門企業やさらには第3のク令ノレ一ブ。である

等宇細規模の企業が競争的周辺企業としての地位を

か ts. り維持していることが理解て寺きるだ ~＞ う。な

お！呈l主σ）！！了L、編立部門でi土7大ク、／v一y凸のシエア

iエも J とも｛民U、。最後｝こJllr

制な[J坊が多数存在するが，しかしと位6fl；につ

いて言えば， 6社のうち3社が7大ク勺レーフ。に属

し，残り 3社も第lの生産一貫体制のグノレーブ。に

属している。

以上，輸入代替期（石油危機まで）のタイの繊維

産業以， ！II i：段階においては 7大グルーイを中心

とする第 1グループ。が，またJ111ド， J11下段階にお
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Ⅳ　７大グループの検出と紹介－生産系列と資本結合－
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告書 Jウ1:111べH,116社.）紋物工場をサ乙ソペとして取

りi二げた。しかし，零細規模の繊維工場に焦点をあて似

別に分析した文献については，祭者は今のところ未見

であろ。 SaengSonwonruang et al, Utsaahagam 

Khanaac! Yoom lae Khanaad Klangηai f'rath司

et Thai, Krungthep, ThammぉatU即時rsity,1977 

（『タイにわける中小規艇の産業』 全2稔 タイ文〉。

いて七つ存夜した（注1)。すなわち帝人，プラマー

ン，東レ， TAL，スックリ－， TD T，丸紅の

七つがそれである惟2〕。

第8表はこれら 7大グループのの企業名のリスト

であり，第5図は，これら企業グループ内の生産

の系列化を示した閣である。また第6図から第9

凶は7大グyレーブe内およびグループ。間の資本結台

を示している。また稜出の第9表は， 7大グルー

プが， 1975年現在，売上げ，生産設備能力等にお

いてどれだけの地位を保っているのか，その集中

肢を知るために加工整理した表である（注3＼これ

らの表，図を参考にしながら，以下では7大グル

ーヅの紹介をおこない，同時にいくつかの特徴を

検出してみよう。

日＇ 7大グルーフγ〉検出左前i介

生産系列と資本結合守

I. 7大グループの検出

1970年代初めまで仁生産の垂直的統行｛ヒを一定

程度確立L，同時に企業あるいは企業ゲループと

して総資産の合計が6憶ノ司ーツ（2500万ドル〕を

こえる企業グルーフ。は，先に見たようにタイにお

帝人グループ

プラマーン・グIレーフξ

東 L ・＇／ ＇レーフコ

TAI ケノレーフ、

スァ’！ Iトー.y・・,1,.ーゾ

TD  T グノレープ

丸紅クループ

16 

第 8表 .'J 1 iぷ維産業 7大グループ＇.ゐ覧表

Teijin Polyester 〔Thailand)L吋：帝人ポリエスチル
Th且iTeijin Textiles Ltd.タイ帝人（プラマーン・グループ）
Thai Filament Textiles Co., L d.タイ・フィラメント
’fhai Iry百 Co.,Ltdータイ衣料（スックリー・グループ）

Thai Cotton T反hkwangCo., Ltd.タイ・コャトン
The Thai Textile Co., Ltd.タイ・テキスタイノレ
Thai Textile Finishing Co., Ltd.テキスタイノレ・フィニシング

Toray Nylon Thai Co., Ltd.東レ・ナイロン
Bangkok Nylon Co., Ltd.ノミンコグ・ナイロン
Thai Toray Textile Mills Co., Ltd.東レ・テキスタイル
Siam Synthetic Textile Industry Ltd.サイアム・シンセテイサケ
1、haiSuiting Mills Co., Ltd.スーティング・ミルスび
Thai Kurabo Co., Ltd目タイ倉紡
Winner Textiles Co., Ltd.ウィンナー・テキスタイル

Luckrtexσh叫a~d) Ltd.ラッキーテクス
Nonthabun burning Mi!J Ltd.ノンタブリー・ジニング・ミyレ
Bangkok GinninにMillLtd.バンコク・ジニング・ミノレ
Thai Garment Export Co., Ltd.タイ・ガーメント・エキスポート

Thai Melon Polyester Co., Ltd.タイ・メロン・ポリエステノレ
Thai Blanket Industry Co., Ltd.タイ・ブランケット
1‘ha! A1;1erica!1 Textile Co., Ltd.タイ・アメリカン
Thai Tricot （・o.. Ltd.タイ・トリコット
Thai Cotton Mills (1964) C札、 Ltd.タイ・コットン・ ξノレズ
’f'hai Synthetic Textile Industry Co., Ltd.タイ・ンンセテイ J 'I 
’fhai Textile T ndustry Co., Ltd.テキスタイル・インダストリー
Siam Dyeing and Printing Co., Ltd.サイアム・ダイイング

Thai Durable Textile Co., Ltd.タイ・デューラプyレ・テキスタイル

Dusit Textile （、匂， Ltd. Iごウン、ソト・テキスタfyレ
Erawan Textile Co., Ltd.ェラワン・テキスタイル
Tokai Dyeing Co., Ltd. 東海~工
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タイ繊維産業と日系多国籍企業

務 5図 7 大グループの生産系列

クルーーノ i取般向社｜作成繊維糸｜紡綾 織 布 染色仕上｜ 縫 似

帝人 7ルー一

タイ帝人（P/R)

臣日ヨ
タイ・ 7 i弓〆ント（PF)

7イ・テキ7,J1ル（P/C、C)
7 ラマ ン・ Ifl 1'1街社
71レーゾ｜不 ii'. 

タイ・コソトン（C)

サイアム・シンセティック（N/PF)

京レ・ 7，レーノ｜ II物川i
東レ・ 7主スクイ Jし（P/R),

タイ倉＊b(P/C) 

TA Lグル 'i T A L ラッヨ＼－＇ ) Jγ、（P/C)

タイ・ン／セテイ ，i1(P/CI 

スゾ y'I 
タイ・アメリ市ン（P/C)

8 
タイョプラ〆ケパ｛P/C,CJ

タイーコヲト／ －＇！（ ア［C

TD Tグルーブ IiJ+府民忠他 タイ・デ＂-'7 -rル・テキスタイル（P/C、C)

エラワν・テキスタイル（P/C、Ci
h来IJ IレブIJL 事l

下ゥンゾト・テキスタイル（P/C、c:

（注） Cー赫， P/C－ポリエステル・ステープル，綿混紡， P/R ポリエステル・レーヨン， Nーナイロン，

PF  ポリエステル・フィラ dント。

2. 帝人グループ

帝人が最初にタイに進出したのは，ポリエステ

ル・ Vーヨンの混紡の一貫生産をおこなうタイ帝

人（略称については第8表参照〉を1965年に設立し

た時である惜4)。その後，1967年にポリヱステル・

ステープyレとフィラメントを製造するタイ・テト

ムロンを設立し， 69年から操業を開始した。このタ

イ・テトロンは，帝人・東レ両グループが出資す

る会社で，出資比率は帝人が61%，，東レが30%

である。一方帝人は東レが設立したナイロンを製

造する東レ・ナイロンに5%出資しており，両グ

yレープは両工場を通じて株の相互持合い，役員派

17 
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第 6 函 常人，プラマーン・グループの資本結合

日刊

10 

7 .14 

25 

12 

3.39 

（出所） Iiusiness in Thaルmd(August 1976, July 1977); r海外進出企業総覧 1977/78』 東洋経済新報社
1977年他η

（，下） 数字l土出資比率。

遣，素材の供給をおこなっていた悦5）。しかし

1972年計月，ゲイ政府の現地｛脱出資比率内 •.lI上げ

方針が強まったことを契機に，両社は棺互の提携

関係を解消し司名称、も守イ・テトロンから現在の

帝人ポリエステノレに変更したrn:6）。また1973年5

月には， 9840万ノミーヅのザイ側出資により，帝人

のIH資比率は， 91%(61%＋東レかか叫爽渡分30%)

から50%に下がっ亡し、る（注7）。

帝人ポリエスチルは文字通り帝人ゲルーフ。の中

核的存f}：をなしーそのポリヱステYしは．帝人傘下

の工場のみならず，ポリエステ yレ綿混紡をおこな

う東レ唱，＂ラマーン、スックリー， TDT、丸紅

グループ。写にもポリヱステIレを供給しており、

1976年にタ ｛ .メロン・ポリヱス＇；，－ Jレがポりエス

テyレを生産するまでは，事実上タイ同内において

独占体制を維持した。

帝人は1970年代に入ると，一方で素材供給部門

18 

の独占を維持しつつその積極的な海外事業拡大の

一環として，ゲイにおける生産の一貫体制の構築

にのりll:!す。具体的には先の帝人ポリヱステノレを

核ト二， 1970年には，ポリエステル・フィラメント

の仮撚，織布，染色加工を一貫しておこなうタイ

・フ fラメントを設立， 72年には繊維二次製品

を扱うタイ衣料を設立し‘また，，，］1972年には次に

述べるプラマーン・グループ。の中核部門であるタ

f・テキス々イルの株式取得をおこなったOJ:B）。

主らに1973年当時には，韓国，インドネシアと並

行してポリエステルの原料であるDMT工場を !J

イでも建設する計幽をたてたが，これはオイル・

シヨソク以後，事実上立ち消えになっている（立引。

また1973年7月タイのB0 Iが第3次紡織設備

拡張をうちだした際には，帝人自身，海外ポリエ

ステル設備拡充5カ年計両を構想し，これに沿う

形で，帝人ポリエステノレのj：台設を図るとともに，
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加工段階の工場の士宮況もおこな－－）てL、る（／¥'10)

3. フ。ラマーン・グルーフ。

帝人グループれと株式の相互持ち合しv役員派遣

をおこない，また素材供給の面でも密接な関係を

結んでレるのが，ブ。ラマーン・グルーヮのである

（主・；6 [vi今照）。

ブ。ラマーン・ゲ／l」 fi土，棉およびポリエス子

ノレ／綿混紡の紡織をお二なう々 ｛.テキスゲイノレ

を中心に？綿紡織の々イ・コソトン，ポリヱステ

／レ／／綿混紡織物の染色加工をおこなうテキスタイ

ル・フィニシンゲの 3tlからなる。またJ帝人グル

-7°(1）々 イ干i；・人には司 戸ヲマーン・ゲル－ j＇が31

7も，ヲイ・テ寺スゲイノレカ＇： 3%各仔出資しており，

またタイ帝人の社長命にはプラマーン自身が就任し

てL、る。

a方・7。ラ fーンと符J妾な開｛系にあるキャセイ・

トラスト（CathayTrust Co., ltd.）♂〉スリブイヱン

フン一族は，帝人， fラマーンの両グルーフ。に役

員をj)民i宣している。具体的には，キャセイ・トラ

スト山社長であるキアート・てとリブイコーンブン

（即売蔭）が7＂ラマーン系のテキスタイル・フィニ

シングの副社長， ケイ・テキスタイ／レの常務取締

役，タイ帝人の常務取締役を各々つをめ，同じく

キャセイ・トラストの副社長で、あるプーンソン・ス

リ7 イエンブン L開J印Ji話）カ：タイ・テキスケイJv, 

守イ帝人の重役をつとめて U 、る•.／tiD ( i,fi 6 p；.：］参照）。

グループの総帥であるプラずーン・ア－；ィレケ

サーンは，グイで言う軍人資本家什－ ｛・トウン－

'.I> .正ノケ）び〕典明である。 1950年代後半には，

ピLニパォ－ii長のー人としてケイ軍部の中では一大

勢力を占めてL、たが、 1957年のサリット派による

クーデ乍一以後は権力を失墜し，野に下って経済

界に進出した叫12)0 ・fラマーンが、繊維業界にilt

U＇，するのもこの時期のことである。しかし 1973年

タイ織維産業と日系企吾国籍企業

の学生を中心とする「10・14運動jによって，サ

リット系のタノーム，プラパートが国外へ追放さ

れると，彼は再び政界に復帰し，ピン元帥の息子

のチャートチャイ・チュンハザンらとチャート・

ケイ（タイ民族党）を結成し，プラマーン自身は，

副首相， i豆防相等を歴任した世間。またこの間，

タイ経済協会会長，グイ繊維工業協会会長を歴任

し， fl本，台湾資本との結合を強化するにいたっ

ている。

以上の略歴から分かるように，フ’ラマーン・グ

／レーイの織維産業へのコミットは，産業資本家的

経営と言うにはほど遠く，むしろ政治的活動の一

環として企業経営にも参画していると見るべきで

あろろ。

4. 東レ・グループ

帝人の場合は，先に見たように，ポリヱステノレ

の重合紡糸にまず進出し，それを拠点に各国ごと

に生産体制を整えていくのが特徴的であった。と

の点はタイに限ったことではなく，たとえば韓国

の鮮京合繊（SankyongTeijin Co., Ltcl.），フィリピ

ンのフィルシン（FilipinasSynthetic Fibre Corp. 

FILSYN），インドネシアのティフィコ（Teijin

Indonesia Fihre Corp. TIFIC（めなどの設立にも共

通しており．十ずれも各国レベルで合織の素材供

給部門において支配的地位をしめている位14）。

A方帝人と比べた場合，東レの海外進出は，素

材から紡織力11工に至るまであらゆる分野に及んで

おり，しかも生産の垂直的統合は必ずしもうまく

ヤペていない引15）。もっとも1972年以降になると，

東レもインドネシア，マレーシアの両国で最初か

ら生産の4 貨体制をめざす工場建設を開始する

が＜／clti), 1960年代前半に，いわば先駆的iこ進出し

たグイでは，そのような構想もいまだ稀薄であれ

その結果，他のグルーブ9に比べると生産の垂直的
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統合はかなり不ー卜分な状況にあった。

京レが出資する合弁企業は現在Htc主；18"i交， ；；p;

7同参照）。このうち中核となるのは，ポリエステ

ル／レーヨン混紡の紡織・染色仕上を－摂してお

こなう東レ・テキスタイル〔196:-l年3Ji設立， 64年

3月操業〕とナイロン／ポリエステ／レ・フィラメン

トを製造する東レ・ナイロン（1963年12月設立， 67

年1月操業）の2社である世間。この両社は，タイ

における合繊織物おkび合繊糸生産では先駆的企

業であり，主た 1－：：！：本合繊資本のタイ進出の面でも

パイオニア的性十各をもってし、た。

つぎにサイアム・シンセテ fック（1969年12月

「3月？〕設立， 70"Fl2月操業）は，東レ・ナイロン

からナイロンとポリヱステル・ 7 1ラメントをも

らハて掛布・染色をおこなし＼スーティンゲ・ミ

ノレズ (1970年10月設立）は，ポリヱステル／レーヨ

ンの先染織物をおこなう。また総合繊維メーカー

のひとつである倉敷紡との合弁であるタイ倉紡

(1"168年10月設立）は，ポリエステノレ・ステープ。ノレ／

綿混紡の紡織・染色の一貫生産をおこなし、，東レ・

ナイロンやスーテイング・ミ／レズ，あるし、はサイ

アム・シンセテ fツクがr丞内市場中心であるのと

異なり，その製品の50%を海外に輸出する〔注18）。

他にウィンナー・テキスタイル（1969年3月設

立， 71年8)j操業）は，ナイロン，ポリエステノレ・

フィラメントの編立・織布を，パンコク・ナイロ

ン（1964"!' 4 Jj設立， 67年 1,)-j操業）は，ナイロン靴

下の編立を専門とする企業である。以ヒのうち，

スーティング・ミルズは， 1977年に撤退が決定し

ている（注19）。

なお東レと次に述べるTA Lグループとの間に

は，企業開で緊密な資本結合がみられ（第8図参

照），帝人・プラマーン・グループと好対照をな

している。また東レ・ TA Lと'ii千人・プラマーン

;;p阪東レ ・TALグループ。の資本結合

44. 3 
テキスタイル・7ライアンス・！）ミティァド

‘仁三ゴ

ギヴチャ一族

Cl臼所） βusiness川 'J"hlli!dnd(A叩 ust197り， July1"177); 『海外進出企業総覧 1977i78』東洋経済新報社1977ff

他。
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の両グ／＼.，－ 70は，後述するスックリー・ ＇.l；レープ

とともに合成繊維糸の白給化体制が整っており，

同じ7大ゲループゴ〉中でも‘輸入ft織糸や帝人に

素材の供給を全面的に仰がなければな「ヲtn、丸紅

やTDT ゲノレ－ ~70 とは同じ生産の－rt体制と L 、つ

でも異なる点、，あ人かじめ注意を促しておきたい。

5. TA Lグループ

ゲイでは， キ＼、p千γ ・ゲyレ－7。あるいはラ、ソキ

ーテクス・ゲルーイと呼ばれるが，資本系列から

占えば東レ・ TALグルー7。に属する。 TALゲyレ

-7＂の中心をなすラ tpキーテク λ （19fi0年・設立， m

年操業）はポリ工え子／レ／綿の紡織・染色加工の

A貫生産をお二ない， ・1t工場どしてはのちに述

へる TDTに次＜・｝見慌を；誇る。 主たノ'.1｛・H-J

ント・工干スポートは， ゲイで最大の縫製工場で

ミシン 1650介（1976年現在1を擁する Gあり，
づ
n'" 、一

の他に繰り綿をおこなう／ンケヅリー・ジニンゲ

・ミyレとパンコケ・ジユンゲ・ミ rレが TALの傘

下にあり、第 7図に見られる上うにケ！l フ。内で、

は緊密な資本結什が存在する Y凶 l¥

ラοノキーテクスとケイ・ガーメント・ヱキスポ

ートは、 もともとは香港最大の繊維のコンパータ

ーであるテキスタイル・アライアンス・リミティ

ソド（TextileAlliance Limited, TAL）＇／工21)が出資す

る企業であり， ラッキーテクスの社長のギソチャ

・シンパッタナー十グンは守 TALグループの総

帥である C・C・リー（李震之〕の腹臣の部下と

してタイに派遣された1注22i0 

しかし， 1972年7Jl，東レが自社の多国籍化戦

略の一一貫として TALと化台織の素材供給のみな

らず共同出資，役員派遣，販売，技術，金融などの

面で全面的な業務提携に入って以来， タ ｛!J）ラッ

キーテクスは東レ・ TALI•可グループの対アジア

戦略の一角に位置づけられることにな〆Fたrn:2針。

すなわち， 東レは，

タイ繊維jヰ－菜とれ系各国籍企来

TALと全面的な提携に入

る直面iの72年6月に， 香港で400万株の時価発

それによってえられる 5{J意円の資行をおこない，

4そを、 ラソキーテクスの買収資金（当時19億円）

に充てる計画をたて世間， a月には事実 ヲッキ

ーテクスの株式：50%を取得したのである叫25）。そ

して東レ・ TALの当初の構想、によれば， ラソキ

ーテクスとタイ・ガーメント・ヱキスポートは，香

港ータイーマレーシアをつなぐ対アジア戦略の中

に位直づけられる予定であった。具体的に言えば，

マレーシアのプライ自由貿易地区に東レと TAL

が共同で設立したベンブアイパー（Pen品reSdn. 

Bdn.）の製造するポリエステル重合紡糸のうち 3

分の lを，東レ・ TALが同地iえに共同で設立し

たベンテックス（Pentex&In. &In. 71/•F 5月設立）

とベナンのウーダード（WoodardTextile Mills, 7:-l 

,no月試合：）に供給し（／t2(i），残りの一部をラッキ
ーテクスに供給する。そして香港の 1、ALを通じ

て原棉を調達し， ラッキーテクスでポリエステlレ

／綿の混紡織物を製造し， これをタイ・ガーメン

ト・ヱキスポートで経製して，香港の TALを通

じて全世界に販売するというきわめて壮大な計両

を東レは構想したのである。

そしてこの計画とほぼ並行して， 1973年から，

東レ・ TALは， ラッキーテクスの一大増設計画

にのりだす。具体的にはポリエステノレ／綿混紡の

ン’ャツ地やデユムを生産する四つの工場を新設

L, それによー1て生産能力を1973年現存：の紡機5

万230錘，撒機1128台，染色仕上300万ヤード／月か

ら，い ・＞ trょに紡機13万8510鋒，織機2988台，染色

1000万ヤード／丹へと 3倍近くに引上げるという

ものであ＿.，た（注27）。 しかしこのうち後者の大拡張

計画は10｛怠パーツの金を投下して部分的に実行し

たものの，前者の国際分業体制の方は， 1973年末
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イングを設立してし、る。

フランス最大の化織メーカ加えて1973年には，

エリソ
日
hv

ーであるローヌ・プーラン社と提携して，

フィラメント各々50トン／

II, 25トン／日を製造するタイ・ ｝ pン・ポリヱ

素材部門の自ステルを設立し（197G年G乃操業），

給化にものりだした(It：刻、

のオイノレ・ショァクによる繊維不況とタイ政府に

よるポリヱステルの自給化体制（ペ初としては帝人

ポリエステルに対する｛県；：隻政策）によりー頓挫する

こ左にな 4 ) た。そのため東レ・ TALグルー －／ の

ラ、ソキ一子ケスは，帝人ポリヱステルから原料で

あるポリエスチル・ステープ／レの供給を仰ぎ（ク

イの東レ・ナイロン；土ポリエステル・ 7 ィラ£ントは

製造できるがステー 7°11.-,は製造Lていなャ），ラ、ソキー

ステル・ステープル，

ンと合弁で，巨大な合織の紡織設備（語版lijでは紡機

16万錘，織機2000台で，紡綴はHJ：で当時のタイの全紡

機数の実に20%近くに匹敵する）を誇るタイ・メロン

・テ￥スタイル（ThaiMelon Textile Co., Ltd.）の

設立を計1匝ijL <11:ll ＞，建設にとりかかったが，その後

の繊維不況の中で計画は行詰まりを示している。

ワ、ループ。の総帥で、あるスックリー・ポーティラ

ソザトケ、ンは，もともとは水売りから身を起こし，

その後はfl本の輸入繊維製品を扱う高人を経験，

60年代半ば以降i土、政府の産業投資奨励と積極的

ト－｝また1973年の繊維ブームの中では鐘紡，

タイ・ガーメント 香港TALとの連繋テクス，

は現在では素材的に見て必ずしもうまくし、ってし

スックリー・グループ

なL、と吉われるけtヨS)0 

6. 

ヤイで長大の規慌を誇り，

かつ生産の重直的統合化をもっとも熱心に推進し

グノレープとしては，

タイの繊維産業

しかしその一方

な外国資本の導入によ J'-c一躍，

を代表する資本家になった目的。

グループ）である。

スックリー・グループは， 1954年タトコ、ソトン

・ミルズ（締約織およびε有i)を政府から譲り受け，
産業投資奨励法の適用を受けた。その後1965年9

月には日本の敷島紡寂・野村貿易と提携しタイ・

スザケリー・ゲルーデOJil名 dロ＞・てきたのが，

では，高利貸やアパート経営，土地投機によって

資金を調達し，新企業の設立も創業i二の手I］得をロ

的とするなど，多分に商人資本的性格を残してい

るものと忠われる（注3o¥

なおグループ。内の資本結合は第8図に見られる

スックリ

ーの持株会社であるタイ・ウティパット社何hai

Wuthipat Co., Ltd.）の両方が各会社に出資し，他

スックリーと，ようにきわめて緊密で，

（注2臼）。まず1964ffにはタィ・ 7守ランケットと同

様，綿の紡織をおこなう，タイ・コットン・ミルズ

〔1964年）を設立〔1954年のタイ・コットン・ミ Yレは

1963年に焼失，あらたに64年に再律された），ついで68

年には，敷島紡結・里子村貿易と合弁でポリヱステ

ノレ／綿混紡織物の紡織をおこなうヲイ・シンセテ

以後2、速に発展していくプランケ、ソトを託宣－，，＿＇［，

これを染色加工するタイ・トリコットイックと，

タイ衣料にも出資しに帝人の帝人ポリエステ／レ，

ている。

さらには帝人の帝人ポリエ

スチルに資本：参加することによって素材から染色

加工まで生産の一貫体制を確立するに至－－，た（古fJ

をつぎつぎと設立し守

丸紅グループ

丸紅グループは全部で3社。このうちヱラワン

・テキスタイノレ（1971年8月設立）とドゥシット・

テキスタイノレ（1974年4月設立， 76年8月操業〉は，

7. 

ポリヱステノレ／

綿i国坊のi方織をおこなうタイ・アメリカン， 74年

には綿織物の染色加工をおこなうサイアム・ダイ

22 
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タイ繊維産業と日糸多国籍企業

~8 図 スックリー・ゲループの資本結｛，

敷i;h幼綴・野村貿易

2.35 

持綜会社

10 
,_,1・ウティバット社

（出所） Department of Commercial Registration (1977）の資料。
（注） (1) スックリー 2.59，タイ・ブランケット 2.92，タイ・シンセティック 2.92，タイ・アメリカン 1.94,

タイ・トリコット 1.94の合計。
(2) スツケリーの他にタイ・アメ 1）力ン 3.:tl，タイ・デラシケァト，タイ・アメリカン，タイ・トリコッ
トが各々 2.50出資。

帝人からポリエス子yレの供給を受it，綿およびポ

リエステル／綿混紡の紡織をおこない，その大半

を東梅染工（1963年設立， 64年2月操業〕で染色加

工して海外に輸出する。エラワン・テキスタイル

とドゥシァト・テキスタイルは東洋紡絞と丸紅と

の合弁，東海染工は，丸紅と東海染工との合弁で

ある（第9図参照〉。このうちエラワン・テキスタ

イ／レは，かつて丸紅が資本参加Lていたユナイ

ティッド・ウィーピング・タイ（UnitedWeaving 

Thai, 1963年9月～日年6月）とユナイティッド・

スピニング・タイ（UnitedSpinning Thai, 1964年

再月四67年4月）が合併しでできたものであり，ヱ

第9医丸紅グループの資本結合

27. 5 57.5 

（出所〕 Business in Thailand (August 1976, July 
1977); Ir海外進出企業総覧 1977/78』 東洋経済新
報社 1977年他。

ラワン・テキスタイル (1967年設立）は少品種量産
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体制をとって，多品種の生産体制をとるドゥ三／ツ

ト・ヂキスタイルとは分業関係を保つている位34¥

丸紅グループは，東海染工の高い染色仕上技術

と優れた品質管理を背景に，立拐から務外市場を

目的lこ設立され， 1976年で輸出比率は月産500万

ヤードのうち70%，最も輸出環境が悪化した75年

においても製品の46%が輸出という実績を誇って

Ir、る〈注35）。

プラマ…ン・グJレーフ。のテキスタイyレ・フィニ

シングやスックリー・ゲルーデのゲイ・トリコツ

トが，圏内市場r,,1染色仕上を1-p心土しているのに

対し，丸紅グループは，紡繍から染色仕上まで生

産の垂直的統合化を輸出産業として整え ζいると

ころに特徴があるとャえよう 6注36）。

なお東海染工は，丸紅を通じて自己のグループ

である Fゥシット・テキスタイル，エラワン・テ

キスタイルのほか，ブ内ラマーン・グノレーヂのタイ

テキスタイノレや，タイ人資本のヌムチャイ・イン

ダストリー（NumchaiIndustries Co., Ltd.），ユニテ

ィ・テキスタイノレ（UnityTextile Co., Ltd.）からも

製品を購入して染色仕上をおこなっている（注37）。

8. TD Tグループ

タイ・デューラプル・テキスタイルは， 1960年

8月，チャリン・ティラチャイモンコーン〈鄭水

仁）等資本家を中心に設立され（操業は1966年〉，出

資比率はタイ人80%，華人19%，ボルトガノレ人1

%であった。サムットプラガーン県のプラプラデ

ェーンとパンプーに二つの工場をもち，紡績から

染色仕上L至るまで生産の一貫体制が整ってヤる

位38〕。設備能力は単ーとしては最大で紡機が15万

錘，織機3600台である，原料は帝人からポリエス

テノレを，また原棉は日商岩井，伊藤忠等日本商社

を通じてアメりカ，スーダン，ブラジyレから買い

つける（注39〕。

24 

TDTは1973年の輸出振興を目的とする第 3次

設錨拡張期には大幅な増設を計画したが， 74年以

降の繊維不況の下で業績が悪化し，結局糟設予定

の7万5000鍾の紡機と 750台の織機をインFネシ

アに売却せざるをえなくな ,C）た。

そして1976年には， 20億パーツに上る負債の累

積と，米棉買付契約の失敗からついに破産に追い

込まれ，負債20億のうち13-億ノ宅ーツを融資してい

たパンコク銀行が中心とな。て救済措置を講じ

た。救済措置の具体的内容は，（1）債権者であるパ

ンコク銀行ほか5銀行と四つの日本商社が新たに

持株会社を設立し， TDTのパンプー工場〈資産評

価額11億ノ〈ーツ〉の経営をサハ・ユニオン・グルー

プに委託する。一方サハ・ユニオンは新たにユニ

オン・テキスタイル・カンバニー（UnionTextile 

Company Ltd.）を設立し（1977年4月）， TDTの経

営をおこなう。（2)TDTのもうひとつのプラプラ

デ E ーン工場は， TDTの手許に残し， TDTは9

億パーツの負債を12年間で返済する，というもの

である｛注rn：，。

現在 TDTI土サハ・ユニオンのヂコ入れの下で

染色加工部門を整備し，生躍の垂直的統合化の強

化を図っているといわれる。

9. その他のグループ

以上の7大グルーフ．のほかに，タイで生産の垂

直的統合化を推し進めている主なグループにはイ

ンド財閥のひとつであるピルラ・グルーフ．と破産

した TDTの経営を受け継いだサハ・ユニオン・

グループがある。

ビルラ・グループは，まず1968年，綿，レーヨ

ンの紡績をおこなうインド・タイ・シンセティッ

ク（Indo-ThaiSynthetic Ltd.）を設立し， BO!か

ら奨励を受けた。次いでセンチュリー・テキスタ

イノレ（CenturyTextiles）の株式を取得して織布部
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タイ繊維産業と臼系今回籍企業

錦10図 l:''1レヲ・グループの資本結fl'

サッチャデーパ一族

〈出荷） Uusines汗 inThailand (August 1976). 

門iこも進出し、 74年には守イ・レーヨン（Thai

Rayon Co,, Ltd，）を設立して（76年10月操業），ここ

に素材がら紡織に至る，ft生産体f¥jiJ5：確立した

（注41）。なお，ヲイ・レーヨンは， ピルラ・グルー

プの傘下にあるグワーリヤノレ・レーヨン・シルク

製造会社と技術提携をむ二 f工っていと，：住42)0 

なお，ピ／レラ・グルーヅの資本結合は第10閣の

とおり？ある。

サハ・ユニオン・グ／レーブ。は， 100%タイ人出

資の総合繊維産業である悦43）。 1972年に設立され

た持株会社，ー庁へ・ユニオン（SahaUnion （冶，

Ltd.）を頂点に， 19の製造会社と10の販売会社か

ら構成される J;u4:,0サノ、．ユニオン・グループ。の

基盤は，従来は繊維付属品や縫糸の製造部門にあ

り，とくに緯糸は。日本の鐘紡との合弁であるユ

ニオン鐘紡（UnionK姐 eb内 SpinningCo,, Lt,L），大

貫織維，協光（輸出担当商社〉との合弁であるユニ

オシ大貫縫糸製造（Union（泊uki：うewin詰Tiua 〈l 

Co., Ltd.）および‘ユユオン．スレッド・インダス

トリー（UnionThread Industries）の3社でタイ

全体の売上の70%を占めていた。しかし1976i_f,

TDTが破産し，その経営をサハ・ユヱオンが引

受付ることによって，サノ、．ユニオン・グループ

は今では先の7大グループ。に匹敵する巨大な繊維

産業として登場しつつある。

(it 1) 」L紅は， 1974年末時点では，総資産y合計

は3.2 tiff:ハーツであるが， これにトヮシッ l・テキ

スタイノレ（1976年操業〉を加えると， グループの総計

ii 5箔：パーツをこえる。

〈注2〕 7大グノレ ゾハ検出にあたっては， TJSCO,

’Textile Industry, Paγt II：’Textile Industry in 

Thailand, Bangkok, 1973; The Book Club Finance 

rrnd Securities Co., Ltd., op. cit.；“Special Report : 

士出（tileIndustry，＇’ Business in Thailand, Vol. 7, 

No.詰（August197仰ぐFを参照 Lt二。

(ti: 3) ィIl乏の集，111立については，各工場日I'UJ年次

別ill荷向，売上高が入手できないため，近次fドjなもの

として各工場の設備位）Jの集討をわ士なっ！~ 0 なおタ

fに限らず，アジア品川て）Ii，税金得策のため，各企

業の山荷高は公表されていない場合が多い。

(ft4) 詳しくは，盤谷日木人商工会議所『所報』

108号 19701ド5月，12～45ベーシ参照。

（注5〕 このように東川帝人の共同出資となった

背索には海外における寡占企業開の競争を回避したい

と考えていた当時の通産省の強い指狩があっす＝ ・＂いわ

れる（東レ関係者からのヒアリング， 1978年10月18

日〕。

〈注6) 『日本繊維新調』 1972＇ド8月18ll 0 

（注7) 『日本繊維新聞』 1973年5月2日。

（注8) 『繊研新聞』 1972年11月28日， 富士紡綴

とともに校本参加。

（注9〕 『日本織w新開』 1973年8月17110
（注10) 『織研新聞』 1973年9月21日， 当時の大

民社長の貼住1による.＇： ・,i'i，人ポザエスアルの生陀能力を

1973年初の22,5トンハ！から74{1ーには48トシ／11, さら

に1977年までに100トン／円に引き上げるというもので

あった。なれ1977年lOJl現在，’市人ポリエステノレの能

Zラ
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力は87トン／日である。

（注lI) JETRO『タ fJJ華僑系企業』 1975:>t 25 

-26ヘージ，くよおスリブイエンアン一族は，プラ..，.ー

ンとともにタイ!tll.硝子にも出資しており，日本資本の

ミー lLーと l :.J:, i, J とも；n；な一枚？）ひと，E
ある。

（注12) Ri日記s,Freel., Thailand: Tlよどみ！oder川－

zation of a Bureaucratic Polity, Honoluu, East-

羽Test（‘enter Press, 19(ifi参照。

（注li!) タイ民衆の闘いの記録編集委員公『胤の水

曜日』 1j日日番勝 1977年第lt者およu、“Ratpraha-
an: khlai ca Iのngmoe,'・ Catmt, August 24, 1976 

（「クーデター， 日韓がやるかJIrヂャトワザ γ ト』〉 参

照。

（注14〕 この点の指摘は，たとえばトラン・ヴァン

・トウ「日本））ti東南？クア直長投資 比iv, i'ri人

の世界戦略を中心に一一」 er般界経済詳必J 1978半
8月号）などにも見られる。

（注15）帝人vグイ l並／lJは， !Jilのタイにおけ

「もたつき」を比た上で実施している薗がある。情人

関係者.＇）ヒア ） 〆グより（1977:i10月2011)0 

（注16) 『日本繊維新聞』 1971年5月20日（インド

キシア〕，『繊研れ惜i』 1972年l!JJ!Oli（－・レー ιγ〕

他参照。

（注17) 東レ・テキスタイノLについては，継谷日本人

商工会議I芳『］（11報』 112,; 197り年9月， Hとレ・トイ

ロンにつ L、ては， The Investor, Vol. 8, No. 12 

(December 1976), pp. 47-48 '9参照。

（注18) 前掲「供給過剰に……」 254ベージ。

（注目） 『日芋経済新聞』 1971'1'10月6ll。

〈注20）“A Complex Ownership for a Complex 

Industry，” Business in Thailand, Vol. 7, No. 8 

(August 1976）参照。

（注21) TALは， 1962年に李鐙之とジャーデイノ

・マ斗ノン社にJって<i'iti:され， 1972年現在，資本金

は47億円， 売上高は年275億円， グループ全体で30社

を擁寸ろ繊維？ノパーしであうc 設備；t，グノιープ

全体で紡綴が7万9000錘，織布が1500台，染色仕上が

月間1600万アー／し， とンンが約5削O台であろ。まt：東

南アン／全般＇ ~ (i弁の形九進出 i，アメリカ，ヨーロ

ッパ等に販売部門をもっ（『日本繊維新聞』 1972年7

月6ll j。

〈注22〕 東レ関係者からのヒアりング（1977年12月

26 

15日）。なお，ギッチャは1976年に事実上ラッキーテ

タスの経営かん身を，；I＇、たといわれる。 Businessin 

Thailand, Vol. 8, No. 7 (July 1977), p. 97. 

（住23）『Ii本繊維新聞』 1972年7JJ 6臼。

IJお東川よ1971年2JJに TALの株式4.5%i'取得

し，その後， 1972年7月増資の引受けで出資比皐合さ

ら仁：-n.2%仁，次いで1974年：1}Jの増資ごは，コゴ〉出

資比率を44.3%にまで，JU：げた（『総研新聞』 19741f 

7月24日）。

(/t24) 『日本繊維新聞』 1972年7JJ 31日。

（注25) 『織研新聞』 1972年lOJJ7円。

cnzn) r織砂f新御』 1974::y6 Jl 3 I i。
（注27) 詳しくは， ThaiAmerican Business J our-

措al(November/December 1976）参照。

（注28) 東レ関係者からのヒアりング（1977年12月

15 IJ）。

( /L29) 総経日本人向工会z議所『所事長』 127号 1976 

年12月 65～66ベージ。

(il :io) The Investor, Vol. 8, No. 12 (December 

1976), p. 50. 

p ヌ・プ ランの初期の惜：111では，スソ＂ 9←に対

しては機械とノウハウを提供するだけの予定であった

が，事態の進展から結h/Jl5f!意パーヘ資本金の必%を

Lllft ( 1976年末〉，またノ、イヤース，タレディットを加

えると， タイ・メロン・ボり品ステノレに聖書した資金の

65%をローヌ・ブーフンが分trlした。“TheDemise 

of T. M目 P.，＇’ TheInvestor, Vol. 10, No. 1 (Janua-

ry 1978), pp. 35-36. 

（注31) 『総研新聞』 1973年4月10日。

（注32) スソグり の詳細な経営者像については，

伊藤1:t'i-rタf国繊維産業の発肢とタイ・プランウッ
ト・インダ九トリー」 （伊藤禎一編『東南アジアにお

ける経営者の近代化一 日系企業の＇ h例一一一』 アジ

ア経済研究所 1979年〉参照。

（は：B) 数日紡績関係者か、バ）ヒアリング (1977年

10月28日， 11月29日〕。

(il34) 『た阪繊研新閣』 1976年9月4日。

（注35) 東海染工は1974年以降の繊維不況の中で

は，苦わめ？業績がよく，配当率は72年25%,73年25

%, 74年15%, 75年10%,76年40%であった＂ C前掲

『国際経済臨時増刊 タイ特集』第172号 1977年

12 rJ) 255ヘーージ。

（注36〕 丸紅関係者からのヒアりング（1978年7月
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19日）。

（注37) The Investor, Vol. 8, No. 12 (December 

1976), p. 50. 

（注38) 前掲 rタイの傘僑系企業』 165ヘージ。
（注39）“ThaiDurable Textile Co. : The Indu-

stry Giant," The Investor, Vol. 8, No. 12 :Decem-

her 1976), p. 51. 

（注40）“SahaUnion Faces a :'Jew l¥fana肝 ment

Challenge，”The Investor, Vol. 9, No. 4 (April 1977) 
わよび“UnionTextile: Sink or Swim，＇’ Busi,1t，日
in Thailand, Vol. 8, No. 7 (July 1977), pp. 69司70ー

(lt41) ビノレラ・グノLーブは資産・売上肉では繊維

企業資泣！位36/1..・Lt入 y いなlC しか！フイヲピ

ンその他のアジア繍国に税在進出しており，タイ進出

外国民本と L: : J，帝人、東レ！ーも（ ・,. :i~ 籍｛仁枝

曲告をアジアにわいて民！）flしている企業としてiLllに似1

1る。

（注4よよ） ピJレ？．グrι プに 〉｛て』， R

Revieiι人Vol.5, No. 7 (July 1977), p. 6参JI.(＼。

（注4：，）“ProfileSaha Union Corp., Ltd，’ βusi-

ness in Thailand, Vol. 7. No. 8 (August 1976), p. 

（注44) クループの詳細は，“SahaUnion: Group 

of Companies，” JJusine.cs Rei•ie,c, Vol. 5, No. 7 

(July 1977), pp. 2:-l-26 き手照。

V 7大グループの競争と主主［！？

l. 7大グループの特質

以上， 7大グループおよびその他二つのグルー

プの紹介を念頭におきつつ，これらグループ。の特

質について簡単にまとめておこう。

まず第1に言えることは，これらグノレープが企

業聞の緊密な資本結合を前提に，生産の垂直的統！

合を確立している点である。しかし同じ生産の垂

直的統合化といっても，帝人，東レの上うに素材

供給部門を含めて垂直統合をおこなっているグル

ープ。と， 7＂ラマーン， ’！＇AL, TDT，丸紅グルー

プのように紡横・織布以下の段階について一貫生

産が確立しているグルー7＂とでは，あらかじめ区

タイ繊維農業と日系多国籍企業

日I］する必要があるだろう。とりわけ帝人の場合に

は， 1976年にタイ・メロン・ポリエステ／レが操業

を開始するまで，ポリエステル・ステープルの独

占的供給を続けており，第5閣からわかるように

7大グループのすべてに対してポリエステルを供

給するという特別の地位を占めていたのそしてこ

のような素材系列は，同時に企業ク勺レーフ。の間に

も資本結合を生み出すととになり，具体的には帝

人グループと，プラマーン，スックリー・グ、ノレー

デが資本面でも結合するに至っている。

第2には， 7大グルーフ。のうち，日本資本以外

の場合には，グループ。を統轄しているのが，華人

系タイ人の同族経営者であるということである。

たとえば TDTの場合にはティラチャイモンコン

一族， TALの場合にはギッチャ一族，スッグリ

ーの場合にはスックリーのー放，プラマーン・グ

ノレーフ。の場合にはアディレクサーンー族とスリフ

イエンフン一族というふうに，同族経t誌が顕著で
ある。どれは資本市場が未発達で，かつ投資会社

や商業銀行による産業会社の支配が顕著でないタ

イにおいては，一定の資金調達力を備えてかるの

が一部の華人系タイ人に限られていることを皮映

しているものとし、える。

第3は，これら同族経営者たちが，産業資本家

というよりは，むしろ軍人資本家，商人資本家の

性格を色濃くもっていることである。そのためこ

うしたグルー7＂は，生産・技術の面ではほぼ完全

に外国資本に依存している。

たとえば TOTの場合には，日本は資本参加は

していないが，しかしR清紡と R棉が技術提携を

おこなっている。またヅラマーン・グループの場

合は帝人，富士紡が， TALの場合は東レが， ス

ックリー・グループ。の場合，敷島紡績とフランス

のローヌ・プーランが各々技術提携し，かつ資本
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面でも参加している。

第4は，これらグループが， いずれも綿紡織で

はなく， 合繊／綿混紡に生産の重点をおいている

点である。たとえば1972年の盤谷日本人商工会議

所の設備能力調査によると，織布業74社のうち合

繊および合繊（ポリエステル〉／綿混紡用の織機の

しめる割合は全体で：＝！6%であったが， 7大グルー

プの場合仁iま， その比率は61',lもであった。また染

色仕上の場合lこも， 合繊:l"-3上ぴ合繊／綿i混紡のし

める苦手Jf-i'li全体で40%弱， 7大グルーヂで75%と，

7 大クVレー 7•の生産が合織や合織／綿混紡；こ傾斜

してU、ることがかかる(ItI）。

第5iま， これらびけりLーブカ匂Vレープとして生

産の垂直的統合化を推しすすめたのが1960年代末

から1970年代の初めであったとU、う点である。先

It述べたよちに， タイでほ1971,72年を境tこ，合

織紡績糸，織物の分野でも｜玉i内生産量が輸入量を

夜鶴した。また， 1973年には輸出奨励をR的とす

る大幅な設備の新増設を政府は認めている。まさ

に輸入代替産業から輸出産業へとタイの繊維産業

が転換を閣りつつあった時に，これらグルーヅは

生産の統合化をすすめたわけである。

その結果，これらのク勺レープでは，丸紅グルー

プの輸出比率70%を先頃に， 東レ・ TALのラッ

キーテクスおよびタイ倉紡が各々50%と，輸出比

率が両く，また従来圏内市場向であった企業も現

在徐々に輸出比率を高めつつある世2）。

2. 7大グループによる生産の集中

さて以上のような特質をもっ7大クソレーフ。は，

なぜタイにおいて70年代に支配的地位を確保する

に至ったのか。

第 lに考えられゐことは，とJ1，ら企業が生産の

一実体制を確立している点であろう。そのことに

よってこれら企業ク、ループは，生産の系列化を図

ヰ8

り，輸送費，在庫調盤費等コストの引下げを実現

することができた。さらにたとえば帝人の場合に

は帝人ポリエステyレの設備拡瞬にともなってタイ

帝人やタイ・テキスタイルの紡織設備の拡強をお

こないf削〉，丸紅ク勺レープの場合には， ドゥシッ

ト・テキスタイJレ， エラワン・テキスタイノレの紡

織設備の拡張に並行して，東海染工の染色仕上能

力を引上げるなど， グループ内で生産の一貫体制

の量的外延的拡大を阻り，それを通じて絶えず生

産の集q1度を高めるとともに，規模の経済による

コストワ！？マザを実現してきた（注4）。

ι っとも生産の一貫体制とし、う ｝，~＼ だけから見れ

ぽ，綿紡織の中にも紡・織から染色仕上まで一貫

しておこなう企業ががいくつか存在する。たとえ

d，タイ人資本100%のタイ・マーサライジシグ・ア

ンド・グイイング・りークス CI五aiMercerizing & 

Dyeing Works Co., Ltd, 1%1年設立）の場合には，

ピパックナギ、ット・テキスタイル ( Pipattanakit 

Textile，株式の47%を保有）とタイ・インダストリ

ーフ了・ヂベロッヂメント（ThaiIndustries Develop司

ment Co、 I，吋，株式の41%を保有〕で綿の紡織をお

こない， それらの製品をタイ・マーサライタング

で染色加工する（注5）。しかしとうした綿紡織を基

盤とする企業ないし企業グループは， 1960年代さ

らには70年代初めにかけて支配的地位を確立する

ことはできなかった。

その最大の理由は， 1960年代タイ政府の保護育

成と外国資本の積極的進出の下で急速に発展した

綿紡織企業が，絶えず，輸入合繊紡績糸，織物と

の競合関係にさらされたこと， また外資導入によ

る合弁形態が， この部門での企業の乱立を招いた

こ土のニつである。そのため，タイにおいては，

日本のように戦前の6大綿紡，戦後の10大綿紡・

7大化織のような寡占体制はつくられず， むしろ
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スヴクリー・グ／レー－fやプラマーン・グノレ…プ，

あるいじ TALのラッキーテケスのように”綿の

紡績・織寸1山生産体制から60年代後半脱皮し，帝

人や東レと結合することによ qて，素材から染色

仕上げ，ぎれには縫製に韮るまで合繊／綿混紡の

分野で一貫生産を整えてL、ったグル－7ハが，支配

的地位を確保するに至ったのである。

7大ク勺レープの発展を支えた第2の要因は，外

資とりわけH本資本との結台関係である。周知の

ように化（t徽産業は，綿紡織と違って巨額の資本

と高い技術を必要とする資本集約的産業である。

また7大グルーフ。の60年代末以降の紡織部門での

旺盛な設備の新増設とそれによるスケール・メリ

ットの追求は，巨額の資金調達能力を企業に要請

した。ところでタイにおいてこの要請に応えるこ

とができたのは，結局日本資本が統轄するグルー

プか，外国資本あるヤは日本資本と合弁あるいは

技術提携をおこなっている企業に限られた。換言

すれば，日本繊維産業が蓄積した資本・技術をタ

イにもち込むか，あるU、はそれと結合したグルー

フ．が急速な発肢を達成することができたのであ

る。

上述のような条件の下で， 7大グノレーフ。は先に

第7表で確認したよう仁，。イの繊維産業のほぼ

全分野で支配的地位を確立することになった。第

9表は，これをさらに企業グループ別に細分化

し，かつまたその資本金、売上高のグループ＇ 5JIJ集

計を加え lご， 7大グル－7＂（／）生産の集中度を示し

たものである。

表からわかるように， 7大グルーブ。は，総資産上

位36社（I付74年末調査）のう t－－，，ほぼ半数の19社を

しめてνゐ。また総資産額でみると 7大グループ

の合計は 114億ノミーツで全体の85%，また売上高

の合計は54億ノfーツで全体の76%におよび，間接

タイ繊維産品品と口系多国籍企業

的にではあるが生産の集中がすすんでu、ることが

わかる。またこれを企業グループ別にみると，売上

高の第1位はスックリーであり，以下帝人， TDT,

東レと続く。もっとも帝人とヅラマーン，東レと

TALを各々一括すれば， l売上高は東レ・ TAL,

帝人・フ。ラマーン，スックリーの順になる。

つぎに生産設備能力をみると， 1975年現在で，

7大グルーフ。はタイ全体の紡機の62%，織機の29

%、染色加工の36%をしめてu、た。また1972年と

75年を比較すると、紡織，染色力II工とも，ほぼ全

体の伸び率に等しい率で増加しており，シェアに

はそれほどの違いが見られないが，ただク勺レーフ。

日ljに見ると，スックリー， TAL, TDT，丸紅が

急速な増加をおこなっていることがわかる位U。

こうした数字から，われわれは， 1970年代前半

のタイ繊維産業において， 7大グループ。による生

jifの集中はかなりすすんでいたということができ

るだろう。

ただ以上の事実をもってただちにタイでは7大

グループ。による強固な寡占体制が成立していたと

みることはできなL、。というのも生産の集中は，

寡占体制の成立を示す必要条件ではあっても，十

分条件ではないからである。もし7大グループの

寡占を論じようとするなら，タイ繊維産業に寡占

fifli格が成立しているのかどうか，また各企業グル

ープの市場支配力はどの程度のものであったの

か，明らかにする必要があるだろう。

〆とれともうひとつ注意すべきことは，同じ織維

産業の中でも，きわめて資本・技術集約的な素材

供給部門（ポリエステノレ，ナイロン〉と労働集約的

与がj織・染色仕上といった加工段階の生産部門と

は！？仁川して考察する必要があるをいうことであ

る。この点はすでに7大グループ。の紹介の中で，

主として生産系列の観点から示唆しておいた点、で
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第9襲 7大クソレープ， 日系企業の生産集中度
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（出所〉 (1) ②～④は TheBook Club Finance and Securities Co., L札， TheTextile Industry in Thailand, Bangkok, 1976より作成。

(2) ⑤～⑦は， 1972年は盤谷日本人商工会議所『タイ国繊維産業設備能力調査報告書』バンコク 1972年。 1975年は JETROパンコク事務所調

べより作成⑦
13) ＠は化繊協会調べ。
14）総計（C）は TheThai Textile Manufacturing Association調ペ。

（注〉 ①は資本系列によって分類。
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あるが，今ここで生産の集中と寡占の関係、を論ず

るにあたっても司きわめて重要な1%｝毛となる。挨

F害すれば，高度の技術体系と巨額の資本を必要と

する素材供給部門では，高い生産集中がそのまま

独占な＇，、しは寡！日の現実を示して L、る可能性が高

いのに対し、技術の移転が相対的に容易で参入障

壁の低い紡織加工部門では，生産の集中が必ずし

志寡占体制を意味しないケースが多レと脅えられ

るからである。

そこで以下では対象企加工段階と素材供給のご

つの分野に分け， 7大グルー7＂を中心とする企業

の行動がL、かなるものであったのか検討を加える

ことにし fこL、

3. 7大グループの競争と寡占

＂£ず紡織・染色 ft!二（／）方からみてみ上う。先iこ

掲げた第9去カ h円読み取れることは次の2点であ

る。

第1は， 7大ゲループ全体としては，生産の索

直的統合化という点から、これら企業は相対的に

許iい生産の集rpを実現してきた。しかしその反而，

7大ゲループの内部に眼を転じると， 1972年と75

年の設備能力比較が示しているように，？干ゲルー

プ問では，設備の増設，シェアの拡大をめぐって

かなり激しし、読争がみられた。どりわけ帝人と束

レは，両社の共同出資，業務提携が崩れた1972年

以降‘両社独自の多国籍fヒ戦略にもと ／5，， 、てタイ

におけるゲループ。化を促進し，帝人・プラマーン

．ゲルー？の左東レ• TALゲル一寸’間（！）寡占内の

対抗という形で競争を激化させてし、 pた。

また1972～73｛干の織維ブームの際にa,TDT 

とスノクリー／J；大幅な増設を図り‘とりわけスッ

グリーは‘フランス資本や鐙紡等びlH本資本と新

たに結びつどことに Lって‘シ＇＂－ Tの拡大企図／，

た。そしてこの上うな企業間の急速h設備拡張競

タイ繊京≪：1＆：長と ll糸多凶録企X'.

争は，石治危機以後長期的な繊維不況を招来する

ひとつの契機となり， 7大グループのひとつであ

るTDTなどは， 1976年につL、に破産を余儀なく

されたのである。したがってこの時期の7大グル

ープの生産集中は，きわめて競争的な関係を前提

としつつ進行してレったということができるだろ

つG

また第2に指掃すべき点は，これら 7大クソLー

デが，紡織・染色部門における生産の集中を企業

統合や合併を通じて押し進めたのではなく，むし

ろ新たに企業を新設したり，あるいは設備を増設

することによって，換言すれば企業経営の外延的

拡大をとおして実現していったという点である。

このような外延的拡大を支えてきた要因のひと

つは，先にも述べたように外国からの資本・技術

山積極的導入にあったが，同時に輸入代替期に関

内市場が絶えず拡大し続けてし、たこ Eも大きく関

係していた。

そしてこのような国内市場の拡大は， 7大グyレ

ーっ。のみならず， 7大グループの周辺に位置する

競争的企業の存続，発展をも可能にしたのである。

その結果1972～73｛子の第3次拡張期には7大グル

--fが大規模な設備投資をおこなったのにもかか

わらず，結果的には，そのシェアの大幅な拡大を

阻止されることになった（第9表参照）。

したがって1970年代前半の7大グループの地｛＼'L

は，企業経営の外延的拡大を通じて生産の重直統

A-を限り，それによって相対的に優位な地歩を同

めつつも，一方では7大ク守ルー7。内部で激しいシ

E ア拡大競争を展開し．かっ他方では、 7大グル

ー－f外の周辺企業とも紡織面で競争的関係を演じ

ていたということができみだろう。

-}j, i二述の上うな競争関係の下で生産の集rft 

を維持してL、た紡織以下の力11工段階と比較する
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ダンピング攻勢が強まると，タイ政府は化合繊糸

の輸入難止措置をとり，ダンピングによる国内ポ

リエステノレ価格の値崩れを防止した他的。また園

内加工業者による圧力でこの輸入禁止捨置が解除

になると，輸入ポリエステノレに通常の輸入関税と

はちljに特別賦課金（surcharge）を課L，同じく国内

と，素材供給部門はかなり様相を異にしていた。

すでにくり返し述べてきたように，ポリエステル，

ポリエスナイロンは帝人と東レが供給しており，

子 J¥,iま， 1969年から76年まで、ナイロンは1967年

から72年まで両社が数占的体制を維持し続けるこ

価格の値崩れの防止に努めたのである値引。

一方こうした管理価格政策の下で，帝人は先に

見たように7大クVレーフ。を初めとする各企業にポ

リエスチル・ステープノレを供給したが，

タイの

ポリエステノレ・ステープルと綿の混

とになった。とりわ付1970年代；こ入ると，

繊維製品は，

紡が主流を占めることになり，索材系列の面から，

帝人はタイで特別の地位を占めるに至った。

もっともこのような一社独占は，必ずしもタイ こ才Lは，

1950年代後半以降の日本におけるナイロン，

ヱステルにおける建値制度，管理価格とかなり類

リソポ｜司内にお砂る素材部門での供給独占を直ちに意味

もし輸入ポリすることにはならなヤ。なぜなら，

似したものであった。ただグイの場合には，

した管理価格が，供給面での一社独占だけでなく，

タイ政府の保護政策によって支えられていた点は

控目する必要があろう。

さらに興味深い点は， 1974年にポリエステル部

門にスックゾー・グ1レープとフランスのローヌ・

70ーラン社が新たに参入し，帝人の一社独占体制

が崩れた時の帝人の対応である。この時帝人は，

それまでポリエステルを独占的に供給していた工

こう

スックリー・グルーフ。傘下のタイ・ア

さらに7大グル

スックリー・グーヅ以外の周辺的競争的企業を，

ループのタイ・メロン・ポリエステノレに「譲渡J

し，れらはスックリー， TDT以外の7大グループ。

タイ・ブランケット，

場のうち，

メリカン，

工ステIレが自由にタイ市場に「II廻るならば，

帝人のポリエステルの独占的供給は，結果的には

自由競争市場における需要・供給と変わりがなく

なるからである。

それではタイにおいてはどうであったか。以下

では町ポリエステノレ・スチーフ。ルの供給源である

帝人に焦点を絞って，し、くつかの問題を検討する

ことにしよう。

まず価格の面では，タイのポリエステル価格は，

事実上タイ政府と帝人の聞で決定され，かっ帝人

はそのように決められた一種の管理価格の下で，

特定の国内加工業者に独占的に製品を供給してい

た。つまり，政府は，タイ帝人の製造するポリエ

ステルの価格を相対的に高い水準に維持するため

タイ

インド・タイとファー・イースト・テキスタイル，(1 ＋翰（国内価格〉三（輸入ポリエステル）×

J ンセテイソク等の主要な供給先を維持するとい

う合意を，スックリーとの聞にとり交わしたf注10）。

このようなタイ国内の企業聞の市場分割が，

入！主If~率十日〕となる上うに関税jt三および国内税

一社独占による法外な特別超過

利潤がタイ帝人に発生しないように国内価格に天

井を設けるという価格政策（thepolicy of ceiling 

を設定し，反面，

に帝人の主導の下に進められたことは，明らかに

素材供給部門での帝人の独占的地位を如実に物語

っているものと考えられる。

またポリエステル製造部門は，先に述べたよう

まさ

price）を導入したのである惜7）。

さらに1974年以降の繊維不泌の；過程で，近隣ア

とりわけ韓国，
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に技術格差の大きい部門であり，先端技術の導入

如何が企業経自に大きな影響を及ぼすが，この面

でもタイ帝人は主導的役割を果たしている。すな

わち，従来．タイのポリヱステ／レ製造は DMTを

原料として進められたが，石油危機以後 TPAの

方が経済的に効率性がr1i，、ことが明らかになる

や，タイ帝人は直ちに DMTから TPAに切り換

えをおとな＼＇， 1978年現在でほぼ3分の lが TPA

によるポリヱステル製造となったC/tll〕。その結果，

スッケリー・グルーアのタイ・メロン・ポリヱス

テルも，現在日MTからすPAへの製造仁私の変

換を迫られており，この面でもタイ帝人の主導性

は明らかである。

以上の店、を考慮すれば，ポリヱステル部門では，

先に見た紡織・染色加工部門の競争的関係と異な

って明らかに独占なし、し寡占体制がタイでは成立

しているということができるだろう。そしてこの

上うな状況は，程度の差はあれ司ナイロン部門で

もかなり確認することができるのである。

さて，このような事実を踏まえつつ，ゲイの7

大グループ。を中心とする繊維産業の構造を要約し

ておけば，おおむね次のように言えるだろう。

( 1) タイ繊維産業の発展は，主として日本資本

と結合し，かつ生産の垂直的統合化を確立した7

大グJレーフeiこょっ一て担われた。

(2) またこの 7大グループは，外延的に拡大す

る輸入代替期の国内市場を基盤に大規模な設備拡

張をおこなし、，その過程で生産の集中を押し進め

てきた。

(3) 一方‘この生産の集中は、紡織・染色力［］工

部門においては‘クやループ内外の激しいシェア拡

大競争を通じて達成されたのに対し，素材供給部

門では，長初から著しい独占ないし寡占的体制の

下で高い生産の集中が維持された。

タイ織維産業と日系多肉籍企業

(4) しかもこうした素材供給部門を掌握する帝

人，東レ，そしてのちにはスックリーのグループ。

は， 7大グループの中でも生産系列と資本結合を

通じて，タイ繊維産業の中に支配的地位を確保す

ることになったのである，と。

en: 1) 紫i'iI i：本人n百ユ：会議円t『タイ同織耗t産業設
俄f主1J，務fi：十止｛＇；it：』ノ、ンゴク 1972"1'」より算山0 なJ〕
19751／三11凡にH1さnた『改；fl品J、』 bこt乙と 7大グ Jし一
プ Jて｝当空色{il‘にしめ之J 合織； j 上ぴ ［；－／吸／t:'i＼~， tJi の \l,I)f;-

I土85%弱にのぼヲた。

(ij 2) 国11ゴ1i1 i易J〕!Jl;-t:に限界が生仁，輸出市場の

被保が死if:::muξなりつJノある今日，輸出産業にも；＿q,

F予るかどうかが， 7六グルーフ”の今後の再編等そ規

定し Cc、る tうに｝ll、ねじる。

(il 3) 『級研新11H』 1973年9JJ211Jo 

(il 4) たとえば次のような記述を見上。 「？｛，くの

小I臣殿企業r，：絞レ？と：にJliい込んごt、る／f11 （｝）不況力帰結

王／，と， Pt'kc集中：j染色部！”！と係主に尚まっている。
たとえば縁維産業の丸紅グループJうった J Jであるタイ

東海染I：は現吉：l[c＿産能力を， 50%, Jj r'c450万ヤード

に版、ったし ｝ ・,;y, ！？，他，｝）議企業，汁主りタイ命紡， ド

ゥシ y ト・ヲオスタイノし，エラリン.f ，＼ スクイノL・,

タイ・ウィーヒ／グ・アンド・ニッライソング（Thai

¥Veaving and Knitting Factory）のJi[f 部！”！の設的

j広援と歩調を合わせといる。これらグ」企業の（級1r,の〕

＇［＇.産能力の合 ~I ,t n vt 900万γ』 I・ C，結／.，＼そω半分

i,i未1[p」布ル iて輸出に1:,1けられら cw:海染工以外の1[1
ぺ在片）。 こう I,/・:ifi [fl!内統（，化l土，既存の（染色｛［ム

上 容者）企業Y,i互il付におげと〉支配）Jを後退させと

ようなn約化ft11却を v ) ＜り/tlすことになり，その主主！長

三号 L！~ 企業のうち 3 分の l I土民主 Lい競争の下で破紋

子余儀なく？れると！と（れれる。J（“Dyeing and Fini-

shing: Traditional Firms Have their Backs to the 

Wall，＇’ Business in Thailand, Vol. 5, No. 5〔May

197,!J, p. 51）。

C,t♂ 5) .TETRO Fタイにおける民族系企業のわ.ITll
と華人資本』 1975｛ド 116～117ベージ。

016) 丸事上のI廷（，， 1976年にドゥシァト・干キス

タイんが1長業会開始しとじり，これを加えるモ， 1972

fドi七ご 2i氏以上JJli'i Imとなどノ。

ふ17) ！－ とえIf, ifj発II，似てねL、亡liポリエステノレ

・ステープーノνは21ノ、 ツ／kgに必定され，その後，1975
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年6円.32ハーノ／kg,75,nz 11 :14 ・、－ j /kgに』；11,;
t, Ht 0 

(d 8) 繊維工雫俗造改持事業協会 liii!ちだ 12～ 

13ぺーン参照。

ぐil今 9) f：片え：r fr総糸に＇；＇. 、ひ土［965＇＇トかハ 75'1

12月主 f't 20°{,)' [ij人間事L 1978年上克己二三：；！20%山幸；；ヲ

入関税ブ》ス30%7l特別政課金が J パナりじている。

ノ）結果， 7：とえばf,mか，.， Lりタンピ〉グ事ti¥r¥にJ川、、戸
u，、1;0)45 -1-, I- _, ,Jc －，，ド（20，、ーソ／／kg) ,, ) ,-Jc ) _-, 

ス子，，カ， 50~ ：， ））特別課税に上 H，情人｛師十字：.t:10，、

/k耳片.＇； ' i一。 1-かにこ l行fr町出tt 、：；H!iJ, 'i庁人u,1,~ I勾耐Ii
！各34－：ーノノkgを下山るため， ぎににぎ士ざまな政治

的配慣がこれにりII/_:, tit-': ＇.，－、 hllる（佼 f緑色紙｛産業

問（l，，者方， 1・ V：ヒア I＞グ， 1978'cFJJ)J)o

ぐ：no) ケ T淑it下関係長か，・，／）こ，－ ・' ＞ク（［97811

11 II fi fl）。

(!Ill) ’i百人ホ I）コステペ日!J：元ミ広か .＇，.）） ヒア ！） ／り

(1978守！Oil:JO II〕c なれ1972～7311-吋II干， -7(，人:t,111::1 
原料へ＇） J'f~ ＿／えそ j：守的 DM’r:・ ; ;:, ,-. iι ヘヲル事＇.l
_;;_ic ・；拡，；r,ぞ＂ l[1fjそ町一人 ｜可！時L土台IIN,;1-11111がjji_;λ とL. t: ,, 

f・J " ＞・ぷ］よプヲペして ~t I ご／， DMT hて［
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VI 結びにかえて

足後lこVで明らかにしたタイ繊維産業，とりわ

け7大ゲルーイの特質を‘他行諸国と比較するこ

とによー口C. 本稿の結びとしたいり

J;イグヲ繊維産業をアメリカ，あるいは日本のそ

れと比較した場合、顕著な違いは？？織の素材部門

と加工段階の関係に見い出すことができる。たと

えばアメリりの場合には，合繊素材部門は翠礎原

料を製造寸る化学資本がこれを2掌握し‘ bnr：段階

は染色加工に基盤をもっ繊維資本が統轄するとL、

う上うに、 F,lij分野が分離独立して発展してきたり

にむ IJ フドの場f~にはアメ I ）カと違－－，て， 合織部ptj

を、いわゆる総介繊維資本が掌揖し，同時に「系

列化」を通じて加工段階をも間接的に統合・支配

するとL、う形態がとられた。

主4

これに対し，タイの場合には，これまでくり返

し強調してきたように，合繊部門を握る繊維資本

が，同時に紡織から染色仕上まで一貫して生産を

おこなうとし、う，いわば丸抱えの体制を発展させ

てきたのである。しかもこうした生産の統合化は，

H本のように素材から加工部門へと垂直的前方統

r合のフロロセスをたどったのではなく、むしろ力日工

部門から素材へと逆の方向に，換言すれば垂直的

後方統合のプロセスを通じて形成された点もタイ

の大きな特徴であった。

それではこうした違いはなぜ生じたのか。 一言

で言えff，それは，ケイ繊維産業の後発性に由来

していたと言えるだろう。換言すれば，思と允黙

の競合関係の中で，しかも近隣アジア諸国が織維

産業の工業化を推しすすめている中で，タイの繊

維産業が輸入代替，さらには輸出指向産業として，

短期間のうおに発展を迫られた点にヒ述の違いは

由来してk、たと考えられるのである。

たとえば生産の重度的後方統合につし、て言え

ば，それはタイの繊維産業の輸入代柊化過程と密

接に関連していた。つまりまず紡績・織布部門か

ら国内産業の保護・育成をおこない，それを素材

部門へと遡及させてし、く輸入代替化政策と、先び）

生産の統合化は完全に呼応していた。一方この過

ねで進出してい〆pたH本の｛員！Jでも， 1960年代半ば

に台織不況が生じ，日本繊維資本は，過剰化した

合繊糸・紡績糸を吸収するために．ゲイに積極的

に紡織部門の企業を設立し海外需要を創出して

レった（／1:I i o そしてタイ国内市場を確保するため

に，後には素材部門にも進出してし、くのである。

しかもこうした過程はきわめて短期間の内にお

こなわれたため， H本の合繊資本は加工段階を抱

え込みつつ，素材供給の生産をタイで開始した。

他方タイ側資本も加工段階に資本を投下しつつ，
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素材供給部flljと資本面で結びっくことに上って日

らの地位を強化してL、〉た。その結果、タイの繊

維産業ではうアメリカや日本のようlこ加工部門と

素材供給部門が相対的；二分離することなしむし

ろ早lィ、H寺期から両分野を続介するようか （，，＇i'f・人，

点し．ス rケ ＇）一人あるL、は素材供給部門と結合

しつつ，約織以下山加工段階を統｛，化した工うな

（ゾ手マーλT,¥L ＇：；；） 企業が登場L，同時にこれ

ら企業による生産の集中化体制が成立したのであ

る〆注2）。

このようぷ発展ノ；ターンは， タイが関内の資本

手秀樹では／：cく，海外の資本者間山水準に依存する

「f「11'形態にヒる工業化）ことによ〆 yて， はじめて

可能；二I仁、たのであり，.＇t:.たそれゆえにこそ、ク

イはきわめて短期聞のうちに織維産業の輸入代杯

化を達成しえたのであ ・） た。しかし i：述の発展は

マイに新たな‘そしてそれは今や7ジア諮問の多

くで一般化しつつある矛盾を生ぜしめることにな

レa
” i、.0 

寸ーなわち，全般的な産業構造との関連で吉えば，

タイ繊維産業は‘繊維産業に関連すら機械工業な

り化学工業の同時的発展を伴わないまま，突出的

かつ不均整な発展を遂げ，貿易収支の面では部分

的に完製品山輸入減少を実現しっぺも，他方では

それをヒ廻る機械なり化学染料．子？織基礎原料約

楠入を十('lいたのである（主主にわ主人依存的輸入代皆

｛じJ。

しかし‘この点につL、ては，本来タイの産業構

i宜主｛本の tjl で｛＼＇，：干t~ ， 1Tゐ，二きものなので．その分

析は将来0）訳£iiとして残すことにし、今しばらく

は， 7大ゲルー←f以外の周辺的競争企業（タ f人

資本〉と零細家内i二主的織布業の実態分析，およ

びそれを合めたゲイ繊維産業のより全体的把握に

努めていきたL、。

タf織級産業と口系多国籍企業

（注 1) 山Ill道夫［海外i白畏投資に関する覚えぎj

（東洋紡総株式会1上『経済研究所苧W.JJ 江1:18り 1977

'l4月）参照η

〔d:2 ) .: c') }.'f，持似の場合には札っと徹底してお

り， jミ 1) L スJ ;L、？？ロン等かん縫製段階に至るま

ケ’全に ＇：！Pr:}) ・t'tf卒：viそ＠：ιlf：企業がいくノノか {r
fにするつそ［ごとれわけ千i万I：価ii/（がおい大規模な縫製

ι場しりさJ,N,i，勺 f!／）斡ff:！繊維産業内向際的競争力，／）
怖さを支え fおり，そ J）点ではタ 1J) ＇.！五｛夕日と Xii-・.¥£, な

るの ，；＇（ I.くはイヒc,}Jil:－）く「特「Iヰ輸Illtィ)if/::¥'J＞琵IJ毛過湿と

成長安内」 〔『アンア経済』 む（l19t主治7ザ 1978年7

）！り〉参照。

r付言己］ 第7国について （20 ページ）。東レはラッ

キーテケスの株を取得してから半年後に，その60%を

TALに譲波し代わりに TALの株を獲得した。そ

の結果ラッキーテクスの出資は東レが20%,TALが

29%正なっている。またラッキーテクスの社長は， ./1',:

i庄では東レ本社の：かから派遣されている〔『日本合成繊

維新聞cil1976年8月9Fl）。

c，ジア経済研究所前食研究郎）
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